
はじめに

本稿は老川慶喜・須永徳武・谷ヶ城秀吉・立教大学経済学部編 『植民地台湾の経済と社会』

(日本経済評論社, ����年) の第Ⅱ部第４章に所収された拙稿 ｢企業構造とその特質｣ に未収

録のデータおよび内容を補足することを目的とする｡ ����年��月に締結された立教大学経済学
部と国立台北大学人文学院との学術交流協定に基づき, ����年��月�・�日に立教大学を会場
として国際学術シンポジウム ｢植民地台湾の経済発展と市場の形成｣ が立教大学経済学部・国

立台北大学人文学院の共催で開催された１)｡ 同シンポジウムでは日本・台湾双方から各５名,

合計��名による研究報告が行われ, 筆者も第Ⅳ部 ｢資本市場の生成と制度構築｣ において ｢植
民地期台湾における日系企業の階層構造｣ のタイトルで報告を行った｡ この報告での課題は,

植民地期台湾の法人企業構成を, 主に 『第二十四版台湾諸会社銀行録』 所収の企業データを整

理することを通じてマクロ的に再構成すること, 加えてその検討結果を満洲の法人企業構成と

比較し台湾の法人企業構成の特質の一端を明らかにすること, この二つであった２)｡ この報告

をもとに 『植民地台湾の経済と社会』 所収の ｢企業構造とその特質｣ は執筆されたが, 紙幅の

制約から掲出データは台湾企業構成に関するものに限定せざるを得ず, 本文中で論及している

にもかかわらず満洲企業構成に関する具体的データが掲出されていない｡ そのため満洲企業構

成については集計数値の提示のみで論旨が展開され, 結果として台湾企業構成に対し論証のバ

ランスと説得性を欠く論述になっている｡ 同時に論述自体も大幅に圧縮したため理解しにくい

��
台湾と満洲の企業構成＊

須 永 徳 武

＊ 満洲あるいは満洲国には本来括弧を付して表記すべきであるが, 煩雑になるため本稿では省略して

表記する｡

１) このシンポジウムの概要については, 老川慶喜・須永徳武・谷ヶ城秀吉 ｢国際シンポジウム：植民

地台湾の経済発展と市場の形成｣ (『立教経済学研究』 第��巻第４号, ����年３月) および湊照宏 ｢国
際シンポジウム 『植民地台湾の経済発展と市場の生成』 参加記｣ (『日本台湾学会ニュースレター』 第��号, ����年３月) を参照｡
２) 塩見喜太郎編 『第二十四版 台湾諸会社銀行録』 台湾実業興信所, ����年��月｡ これに加えて杉浦
和作編 『昭和二年三月刊行 台湾会社銀行録附台湾鉄道沿線案内』 台湾実業興信所, ����年３月所収
の企業データも利用した｡
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個所も少なくない｡ こうした点を補完するため, 拙稿 ｢企業構造とその特質｣ で割愛した満洲

企業構成に関するデータおよび記述を本稿で補っておきたい｡ その意味で本稿は拙稿 ｢企業構

造とその特質｣ の補足版である｡ ただし, 本稿全体の論旨展開を考慮し, やや重複することに

なるが, 必要な限りで台湾の企業構成についても論及する｡ また, 本稿に掲出するデータを満

洲企業構成に関連するものに限定すると, かえって論旨を分かりにくくする恐れがあるため,

前掲拙稿に収録した台湾企業構成に関するデータも本稿に再録することにする３)｡

１. 企業データと満洲の会社法制

まず拙稿 ｢企業構造とその特質｣ において分析の基礎データとした企業データに関し補足し

ておきたい｡ 台湾企業構成の分析に主に利用した資料は前掲の塩見喜太郎編 『第二十四版台湾

諸会社銀行録』 (台湾実業興信所, ����年��月) であり, ここには日本企業の台湾支店を除く
と台湾所在の株式会社, 有限会社, 合名会社, 合資会社として����社が収録されている｡ ちな
みに筆者が利用したのは台湾の国立中央図書館台湾分館が所蔵する版である｡ 同書の凡例によ

れば ｢第二十四版台湾諸会社銀行録ハ台北, 新竹, 台中, 台南, 高雄各地方法院商業登記ノ事

実ヲ以テ基礎トシ之ニ各社貸借表ヲ摘要シ更ニ必要ナル会社出張所ヲ加ヘ登載輯録シタルヲ以

テ各社個別観察資料トシテ其ノ材料ハ正確ナリ｣ とされ, ｢編輯締切ハ昭和十七年十月末日現

在ナリ｣ と記載されていることから, 同書の企業データは����年に台湾で商業登記が確認でき
る法人企業をほぼ網羅したものと判断することができる｡ 同書と共に時系列の変化を検討する

際に, 杉浦和作編 『昭和二年三月刊行 台湾会社銀行録附台湾鉄道沿線案内』 (台湾実業興信

所, ����年３月) を利用した｡ 同書は����年２月に第１版が刊行され, その後の����年４月に
第２版が刊行されて以降, 前掲の第��版まで毎年刊行された一連の 『台湾会社銀行録』 の第８
版に該当する｡ 筆者が利用したのは, 一橋大学日本経済統計文献センターが所蔵する版である

が, 同版には台湾法人企業���社が収録されている｡ その凡例によれば ｢台湾総督府地方法院

登記公告ノ事実及各社決算報告ヲ基礎トシ各社公告ヲ摘要シ昭和二年三月四日現在ヲ登載セリ｣

とされ, ����年における台湾の法人企業を網羅すると思われる｡
次ぎに植民地期台湾の企業データを採録する ｢会社年鑑｣ 類についてその概要を補足してお

く｡ 所在を確認できた限りで最も早期の企業データを採録するのは佐々英彦編 『台湾銀行会社

要録』 (台湾興信所, ����年��月) である４)｡ 同書は ｢大正九年第一版｣ とされているが, 第

二版以降が継続的に刊行されたかどうかは確認できていない｡ 同書は ｢全島に亘り四百二十有

余の株式会社は勿論合資合名会社並に島内に支店出張所を有する六十有余の諸会社全部を網羅｣

したものとされ���社の企業データが採録されている｡ 同書の凡例からは, これらの法人企業

立教経済学研究 第��巻 第４号 ����年��

３) 再録した図表については, 本稿の図表に拙稿での図表番号を注記した｡

４) 佐々英彦編 『台湾銀行会社要録 大正九年第一版』 台湾興信所, ����年｡

���������������������������������������������������������������



データが商業登記にもとづき採録されたものかどうか不明であるが, 採録企業数を勘案すると,����年時点の台湾法人企業と台湾に進出した日本企業に関するデータをほぼ網羅したものと判
断して良いと思われる｡ 採録企業数が少ないため前掲拙稿では同書のデータを直接には利用し

ていないが, 台湾企業に関する他の ｢会社年鑑｣ 類には見られない特徴は, 同書に採録された

大半の企業について簡単な沿革が付されている点にある｡ ただし, 同書に採録された企業の多

くをその後に刊行される ｢会社年鑑｣ 類から見出すことができず, それらの企業はその後に何

らかの理由で倒産あるいは清算されたものと推測される｡����年に刊行された 『台湾銀行会社要録』 以降の台湾企業データが系統的に追える資料とし
て, ① 『台湾会社銀行録』, ② 『台湾会社年鑑』, ③ 『会社銀行商工業者名鑑』 の３系統の資料

がある｡ 拙稿 ｢企業構造とその特質｣ では① 『台湾会社銀行録』 の最終版と思われる����年��
月刊の第��版を利用した５)｡ ①の第１版は����年２月に刊行されていたと推測されるが, その
所在は確認できていない｡ 第２版は����年４月に刊行され, これ以降, ����年��月刊の第��版
まで毎年刊行されている｡ これら第２版から第��版までは, その所在が確認できる６)｡ ①のメ

リットは企業の採録基準が商業登記と明確であり, 他系列の資料に比べて採録企業数が圧倒的

に多い点にある｡ 他方で主要株主や資本金変動等のデータが未採録であり, １件ごとの企業情

報の質の点では②の方が勝っている｡ ②の 『台湾会社年鑑』 の第１版および第２版は 『台湾株

式年鑑』 として, それぞれ����年８月, ����年９月に刊行され, ����年��月刊の第３版から
『台湾会社年鑑』 に解題されている７)｡ これ以降����年を除き毎年発行され����年��月刊の昭
和��年版が第��版となっている８)｡ ②は ｢島内, 島外株式会社ノ定款, 営業報告書, 株主名簿,

台湾と満洲の企業構成 ��

５) 『台湾会社銀行録』 は����年刊の第��版から 『台湾銀行会社録』 に改題され, ����年刊の第��版か
らは 『台湾諸会社銀行録』 に再改題されている｡ 以下では, 煩雑となるため全て 『台湾会社銀行録』

の表題を用いる｡

６) 第１版に加えて����年５月刊の第６版, ����年３月刊の第８版, ����年８月刊の第��版を除き, 全
ての版が国立中央図書館台湾分館に所蔵されている｡ 国立中央図書館台湾分館未所蔵の第６版および

第��版については台湾大学図書館, 第８版については一橋大学社会科学統計情報研究センターおよび
山口大学図書館に所蔵が確認できる｡

７) 竹本伊一郎編 『台湾株式年鑑』 台湾経済研究会, ����年｡
８) 『台湾株式年鑑』 として刊行された第１版・第２版から 『台湾会社年鑑』 第��版まで, 国立中央図
書館台湾分館等で全版の所蔵が確認できる｡ ������������によれば, 日本では 『台湾株式年鑑』
第１版は小樽商科大学, 東北大学, 東京大学経済学部, 同志社大学, 大阪市立大学, 兵庫県立大学,

九州大学の各図書館に所蔵されていることが分かる｡ また検索にはヒットしないがジェトロ・アジア

経済研究所図書館も所蔵している｡ しかし, 日本における第２版の所蔵は現在のところ確認できてい

ない｡ 第３版以降の 『台湾会社年鑑』 の日本における所蔵状況について補足しておくと, ����年��月
刊の第３版を広島大学中央図書館, ����年��月刊の第４版をジェトロ・アジア経済研究所図書館, ����
年��月刊の第８版をジェトロ・アジア経済研究所図書館と東京大学経済学部図書館, ����年��月刊の
第��版をジェトロ・アジア経済研究所図書館が所蔵する｡ また 『台湾会社年鑑』 第９・��・��版は����
年６月に台湾の成文出版社から ｢日治時期台湾文献史料輯編｣ の第��号として復刻されている｡ この
復刻版は京都大学人文科学研究所, 関西大学図書館, 国際日本文化研究センターに所蔵されている｡
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社員名簿等ニ基キ, 会社構成ノ内容ヲ有ルガ侭ニ最モ忠実ニ列記シ, 更ニ巻末ニハ株式会社,

有限会社, 合資会社, 合名会社ノ一覧表｣ を付すとされ, 巻末一覧表で確認する限り台湾で活

動した法人企業をほぼ網羅すると判断できる｡ ただし, 商業登記が採録基準であったかどうか

については凡例等で明確には確認できない｡ ②の企業データは２種類に区分され本編に採録さ

れた企業については, 役員, 主要株主, 資本金変動, 財務データなど詳細な企業データが提示

されるが, 採録企業件数が最も多い第��版 (昭和��年版) でも採録企業件数は���社と①に比
較して圧倒的に少ない｡ それ以外の企業は巻末一覧表に採録されるが, ここでは株式会社が会

社名, 公称資本金額, 払込資本金額, 株式額面, １株払込額, 設立年月, 代表者名, 所在地デ

ータ, 有限会社, 合資会社, 合名会社では会社名, 出資金額, 設立年月, 代表者名, 所在地デ

ータの掲出のみで, 逆に１社ごとの情報量は乏しい｡ 採録企業件数と１社単位の情報量のバラ

ンスから拙稿 ｢企業構造とその特質｣ では分析データを①に依ったが, 限定された企業件数で

はあるが②には株主, 企業合併, 資本金変動等の企業の所有構造や資本構成を検討する際に不

可欠なデータが含まれ, この点は他系統の企業データに比べて際立ったメリットである｡ 一般

に植民地企業の経営分析に際しては ｢営業報告書｣ の残存状況からその利用制約性が高いが,

同様の制約下にある台湾企業の経営分析に利用可能な企業データとしては② 『台湾会社年鑑』

に限定されると言って良い９)｡ ③ 『会社銀行商工業者名鑑』 は����年５月に第１版が刊行され
ている��)｡ これ以降, ����年１月に第２版, ����年４月に第３版が刊行され, ����年５月刊の
第４版から����年８月刊の第��版まで毎年刊行されている��)｡ ③は, 少数の非法人企業を採録
する点と同業組合や商工会議所など各種経済団体を採録する点に特徴がある｡ ただし, 収録企

業・団体数は����年刊の第１版では���件, 最終版と思われる����年刊の第��版でも���件と採
録企業件数が①および②に比較して少ない｡ 明らかに商業登記を基準とする悉皆的な企業採録

ではなく, さらにその採録基準は明確ではない｡ また, 第��版における���件の採録件数のう
ち����％に当たる���件は非企業データである｡ この点で企業構成を検討するための有用性は
①および②に比較して低い｡

次に満洲企業データについて補足しておく｡ 満洲企業についても多種多様な ｢会社年鑑｣ 類

が刊行されており, 台湾に比較して資料状況は格段に良いと言える｡ 満洲各地で活動した商工

業者を省・都市単位で集約した ｢商工要覧｣ 類を含めると相当数のデータが存在する｡ ただし,

これらのデータ採録基準はまちまちで, １件あたりの情報量の精粗も大きい｡ 本稿での検討対

立教経済学研究 第��巻 第４号 ����年��

９) 『台湾会社年鑑』 所収の株主情報や財務データを検討することで, 植民地期台湾企業の所有構造や

経営動向の一端を明らかにすることができると思われる｡��) 千草黙仙編 『会社銀行商工業者名鑑』 高砂改進社, ����年｡��) 千草黙仙編 『昭和十八年版会社銀行商工業者名鑑』 図南協会, ����年｡ 所蔵状況について補足して
おくと, ����年刊の第２版を除き, 第１版から第��版まで全て台湾の国立中央図書館台湾分館で所蔵
を確認できる｡ なお������������による限り, 日本における 『会社銀行商工業者名鑑』 の所蔵

は確認できない｡
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象が法人企業に限定されていることに鑑み, 満洲の法人企業データに限定して見てみると, 満

洲地域をある程度カバーし利用に耐えうる１件単位の情報量を収録する資料で最も早期のまと

まったデータを収録するのは, 管見の限り����年刊の南満洲鉄道株式会社地方部勧業課編 『南
満洲商工要鑑』 と思われる��)｡ 同書は満鉄本線・支線, 安奉線の沿線都市ごとに����年１月末
日現在の各地の商工事情, 商工業者団体, 商工業者に関するデータを示し, 商工業者について

は法人企業と個人企業に区分して掲出する｡ その目的は ｢関東州並南満洲鉄道株式会社付属地

及付近の商工事情竝に此所に居住して商工業に従事し居る者の現況を示し以て日本内地より来

往し商工業に従事せんとする者の参考に供せんとするに在り｣ とされ, さらに ｢会社付属地及

付近に於ける農工商業に就て内地人士の為めに之か紹介の労を惜まさる｣ とする点から見て,

商工業者を満洲に誘致することを目的に満鉄が編集したものと思われる｡ 同書は, 商業会議所

や同業組合など各種経済団体に関する情報を収録していることに加えて, 株式会社, 合資会社,

合名会社などの法人企業だけでなく法人登記のない個人営業の事業についても多数の事業主体

を採録している｡ この点は他の ｢企業年鑑｣ 類に見られない本書の大きな特徴である｡ 採録件

数は経済団体が��団体, 法人企業が���件, 個人企業が����件を数え, 全体で���ページを超え
る資料である��)｡ 記載される企業情報は, 基本的に会社所在地, 支店・出張所・工場所在地,
設立年月日, 営業科目, 資本金額 (公称資本金額・払込資本金額・積立金・利益配当率), 役

員名, 当地代表者, 使用人 (営業使用人・工場使用人), 営業概況 (工場敷地・工場棟数・工

場建坪・動力・原料消費高・生産高機・機械其他特別設備・販売高・手数料), 市役所戸別割

等級となっている｡ 企業によって未記載の項目もあるが, 比較的充実した企業情報が提供され

る��)｡ これらの情報は ｢大正八年一月末日現在を大体の標準として蒐集したるもの｣ とされ,

第１次大戦ブームに乗じた満洲企業の膨張をほぼ捕捉し得る資料と思われる｡ また, データの

調査・採録基準は関東州, 満鉄付属地, 満鉄付属地付近 (｢民団民会地域又は支那市街｣) によ

り異なる｡ いずれの地域も ｢商工業に従事する法人の全部｣ を掲出する｡ しかし, 個人企業に

ついては, 関東州では ｢市役所戸別割十六等以上の者但し特殊の商工業に従事する者は十六等

以下の者｣, 満鉄付属地では ｢公費区内に在りては公費個別割十三等以上の者但し特殊の商工

業に従事する者は十三等以下の者｣, 満鉄付属地付近では, 付属地の採録基準と ｢同等以上の

台湾と満洲の企業構成 ��

��) 南満洲鉄道株式会社地方部勧業課編 『南満洲商工要鑑』 大阪屋号書店, ����年��月｡ 日本では小樽
商科大学, 拓殖大学, 京都大学, 大阪市立大学, 山口大学, 九州大学, 長崎大学各図書館での所蔵が

確認できる｡ なお, 同じく満鉄が編纂した����年４月刊の南満洲鉄道株式会社興業部商工課編 『満洲
商工要覧』 と����年３月刊の同編 『商工要覧』 は, この 『南満洲商工要覧』 の後継と思われるが, 採
録データ水準は 『南満洲商工要覧』 の方が高い｡��) 法人および個人企業の件数は, 日本企業, 中国企業, 外国企業の各支店別掲載を１件として集計し
た総数であり, 満洲所在の企業数を示すものではない｡��) 特に有用と思われる情報は ｢使用人｣ に関する項目で, ここでは営業使用人と工場使用人について
日本人従業員と中国人従業員を区分してその人数を掲出している｡
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資力を有する者｣ とされている｡ 満鉄付属地では行政権を満鉄が代行したため, 満鉄が公課賦

課金を, 商阜地に対しては居留民賦課金を徴収していた��)｡ こうした賦課金の課金率に基づく
営業規模が採録基準になっている｡ このように 『南満洲商工要鑑』 は豊富な企業情報を含む有

益な資料ではあるが, データのカバレッジが満鉄付属地およびその周辺都市に限定され, 満洲

全域の法人企業構成の検討を目的とする本稿には必ずしも適当でないと判断し, 本稿の基礎デ

ータとしては利用していない｡

『南満洲商工要鑑』 に次いで早期の����年におけるデータを提供するのが 『満洲銀行会社名

鑑』 である��)｡ 同書は第１次大戦期に日本本国および植民地に起業ブームが生じ, ｢殊ニ満洲
現時ノ状勢ノ如キハ実業熱著シク勃興シ在満ノ実業家ハ勿論内地資本家ノ投資企業スルモノ非

常ニ多ク為ニ金融機関タル銀行并ニ企業機関ノ諸会社ノ組織雨後ノ筍ニ比スベキ状態｣ である

とし, ｢満蒙開発ノ主義ニ立脚シ｣ ｢汎ク参照ニ提供スル｣ ことを目的に編纂されたものである｡

収録データは����年に大連民政署および満洲の各領事館調査とされる点から商業登記を基準に
採録されたと思われる｡ データは満鉄本線・支線及び安奉線の沿線都市ごとに区分され, 株式

会社, 合名会社, 合資会社の���社のデータが掲出される｡ 都市で見ると大連に法人企業���社
が確認でき, 全体の����％と半数以上の企業が大連に集中していた｡ 大連に次ぐのは奉天であ
るが確認できる企業数は��社で全体の����％に過ぎない｡ 第１次大戦期の満洲における ｢大連

中心主義｣ を法人企業数からも確認することができる｡ 記載される企業情報は, 基本的に企業

名, 設立年月日, 本支店所在地, 資本金額 (一部に払込資本金額を掲出), 営業科目, 役員名

にとどまり, 情報量としては 『南満洲商工要鑑』 に比べて見劣りする｡ この第２版として����
年に 『満洲銀行会社人事名鑑』 が刊行されている��)｡ 周知のように����年３月の株価暴落を契
機に日本では大戦ブームの反動恐慌が起こるが, これが波及し満洲でも企業倒産や統廃合が進

む｡ 『満洲銀行会社人事名鑑』 も����年に刊行予定であったが, ｢大正十年四月以降ノ財界不況
之結果金融機関タル諸銀行或ハ企業機関ナル諸会社之解散又ハ併合等日ニ月ニ累行｣ したため,

刊行予定を繰り延べし����年４月１日から����年３月��日までの ｢其間新設ノモノハ勿論旧設
等ノ内容ノ調査ヲ遂行｣ したとされる｡ 第１次大戦期後半から反動恐慌期に満洲企業構成が大

きく変動したことは, 後に掲出する図―１・図―２からも確認できよう｡ ����年データを掲出
する第１版とこの第２版を比較することで, この時期の満洲企業構成の変化を個別企業レベル

で把握することができる｡ その点では 『満洲銀行会社名鑑』 の第１版・第２版は有用な資料と

言えよう｡

立教経済学研究 第��巻 第４号 ����年��

��) 鈴木邦夫編著 『満州企業史研究』 日本経済評論社, ����年, ��ページ｡��) 青山天洞編 『満洲銀行会社名鑑』 大陸日日新聞社, ����年３月｡ 日本では埼玉大学図書館が所蔵し
ている｡��) 青山天洞 『満洲銀行会社人事名鑑』 満洲銀行会社人事名鑑編集部, ����年４月｡ 日本では拓殖大学
図書館に所蔵されている｡
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これら以外にも����年刊 『満洲国職業別商工業者名簿 昭和十年版』, ����年刊 『満蒙にお

ける日本の投資状態』, ����年刊 『満洲鉱工年鑑 康徳九年版』, ����年刊 『満洲鉱工年鑑 康

徳十一年版』, ����年刊 『満洲国会社名簿 (資本金二十万円以上)』, 『満洲国会社名簿 (資本金
二十万円未満)』 などの ｢会社年鑑｣ 類がある��)｡ しかし, 企業の採録基準の明確性, 企業情
報の質, データの連続性などの観点から, 拙稿 ｢企業構造とその特質｣ および本稿では, ����
年刊 『満洲会社興信録 大正十一年版)』, ����年刊 『満洲銀行会社年鑑 昭和拾壱年版』, ����
年刊 『満洲銀行会社年鑑 昭和拾七年版』 を利用した��)｡ ����年刊 『満洲会社興信録 大正十

一年版』 は ｢大正十年六月末現在を標準とせる調査編纂に係り当時当該官庁の商業登記簿に現

存せる邦人経営会社の本支店全部を網羅｣ する資料である��)｡ 商業登記を採録基準にした悉皆
調査と判断できる｡ 同書の採録企業数は日本など満洲以外に設立された企業の満洲支店を除き���社となっている｡ ｢商業登記簿記載事項以外及ふ限り本所の調査に係る各社の内容を備考と
して加へ, 株式会社は前二期に渉る貸借対照表等の数字及其社の一班を窺ふに足るべき事項を

併せ掲載｣ とされるが, 財務データ等の掲出企業は限定されている｡ １社ごとの企業情報とし

ては, 企業名, 設立年月日, 本支店所在地, 資本金額 (公称資本金・払込資本金), 資本金変

化, 株主数, 営業目的, 役員名, 簡単な設立経緯など基本的な情報はほぼ網羅されている｡ 簡

単な記載ではあるが設立経緯を記す点で 『満洲銀行会社年鑑』 より有益である反面で, 『満洲

会社興信録』 には主要株主情報が含まれていないという難点がある｡ ����年刊 『満洲銀行会社
年鑑 昭和拾壱年版』 は, 昭和��年５月末現在の ｢各地民政署, 日本領事館及満洲国地方法院
の商業登記簿に現存せるものを全部網羅｣ する資料である��)｡ 採録企業数はやはり日本など満

台湾と満洲の企業構成 ��

��) 矢野省三編 『満洲国職業別商工業者名簿 昭和十年版』 日満商報社, ����年��月, 南満洲鉄道株式
会社庶務部調査課編 『満蒙における日本の投資状態』 (満鉄調査資料第��編), ����年４月, 満洲鉱工
技術員協会編 『満洲鉱工年鑑 康徳九年版』 亜細亜書房, ����年９月, 同編 『満洲鉱工年鑑』 東亜文
化図書, ����年１月｡ 満洲中央銀行資金部資金統制課編 『満洲国会社名簿 (資本金二十万円以上) 康
徳十年三月三十一日現在』, ����年３月, 同編 『満洲国会社名簿 (資本金二十万円未満) 康徳十年三

月三十一日現在』, ����年３月｡ 満洲国成立後に編纂された 『満洲鉱工年鑑』 および 『満洲国会社名

簿』 はそれぞれ有益な資料ではあるが, 満洲国内の企業を採録したデータであるため, 日本の植民地

であった関東州所在企業がデータから脱漏するという決定的な難点があり本稿の目的から利用するこ

とはできない｡ また, 『満洲国会社名簿』 は����年にも刊行されたと思われるが, 満洲中央銀行資金
部資金統制課編 『満洲国会社名簿 (資本金二十万円以上) 康徳十一年三月三十一日現在』 しか所在を

確認できていない｡ また, 資本金二十万円未満の版が刊行されたか否かも確認できていない｡ なお,

これら 『満洲国会社名簿』 三冊は吉林省社会科学院満鉄資料館および遼寧省档案館で所蔵されている｡��) これら満洲企業データは筆者も参加した満洲企業研究会作成の満洲企業データベースに依拠してい
る｡��) 日清興信所編 『満洲会社興信録 大正十一年版』 日清興信所, ����年７月｡ 『満洲会社興信録』 に
は����年刊の大正十二年版もあるが, より早期の大正十一年版を利用する｡ 管見の限り同書の日本で
の所蔵は確認できないが, 両年版とも米国議会図書館に所蔵されている｡ 本稿で利用した版も米国議

会図書館所蔵版である｡��) 大連商工会議所編 『満洲銀行会社年鑑 昭和拾壱年版』 ����年８月｡ なお, 『満洲銀行会社年鑑』
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洲以外に設立された企業の満洲支店を除くと����社となる｡ 企業情報は 『満洲会社興信録』 に
ほぼ準ずるが, 採録企業の多くについて主要株主データを掲出しているため各企業の所有構造

の分析に有効である｡ ����年刊 『満洲銀行会社年鑑 昭和拾七年版』 は, ｢関東州内に本社を

有する日本法人及満洲国法人並に関東州及満洲国外に本社を有し支店を関東州及満洲国内に設

置せる日本法人株式会社の全部｣ を採録する��)｡ 採録企業数は����社と増えるが, 掲出される
企業情報は後続であるため 『満洲銀行会社年鑑 昭和拾壱年版』 にほぼ準ずる｡ また, 『満洲

銀行会社年鑑』 の採録基準は商業登記である｡ こうしたことを総合的に判断して満洲の法人企

業構成を再構成するには, これらに掲出された企業データが相互に接合可能な系統的データと

して適合的であると思われる｡

次にこれら３時点の企業データについて調査時期の含意を簡単に確認しておきたい｡ 『満洲

会社興信録 大正十一年版』 データの調査時期である����年は, 第１次大戦期の大戦ブームを
経て戦後反動恐慌が進行し, 大連を中心に満洲経済が激しく動揺し収縮する時期に該当する｡

日露戦後から日本人商工業者や企業の満洲進出は本格化するが, これら初期の満洲経済を構成

した日本人商工業者や企業の経営基盤が動揺し, その編成が大きく変容する契機となったのが

この時期である｡ この点は同書の凡例にも ｢記載事項中起稿以來時日の経過による異動は恰も

財界稀有の変動に伴ふて大なるものあるべし｣ と記載されている｡ 『満洲銀行会社年鑑 昭和

拾壱年版』 データの調査時期である����年は, 満洲国が成立し産業開発五ヵ年計画が発動され
る直前の時期に該当する｡ この時期には日満財政経済研究会や満鉄経済調査会による満洲産業

開発計画の骨子が成案し, 各産業部門でそれに向けた体制構築が具体化される時期であった｡

『満洲銀行会社年鑑 昭和拾七年版』 データの調査時期の����年は, アジア太平洋戦争が勃発
し満洲産業開発が重点主義に転換されると共に産業統制の強化が図られる時期に該当する｡ 企

業制度としては一業一社による特殊会社・準特殊会社体制が構築され, 重要産業統制法の下で

企業活動に対して満洲国政府の強力な指導・監督権が付与される時期である｡ また, 現在の資

料状況に鑑みると, この時点が満洲企業構成を総体として再構成できる最終時点であろう��)｡
最後に満洲における企業法制度について簡単にふれておきたい｡ 中国では清末の����(光緒��) 年に公布された大清欽定商律および公司律が会社法として準拠法となっていたが, 中華民
国成立後の����(民国３) 年１月に教令第��号として公司条例が公布され, 同年９月から施行

立教経済学研究 第��巻 第４号 ����年��

の昭和��年版から昭和��年版までは, 須永徳武監修 『｢満洲｣ 進出企業年鑑』 ゆまに書房, ����年～����年として復刻刊行されている｡��) 大連商工会議所編 『満洲銀行会社年鑑 昭和拾七年版』, ����年３月｡��) ただし, これ以降の時期の会社設立および増資の状況についても, 『満洲国政府公報』 に記載され
た法人登記情報により����年５月まで把握することが可能である｡ この情報を整理すると, ����年７
月から��月に���社, ����年に���社, ����年１月から５月までに���社, それらを合計して����社の
法人企業が満洲に設立されていたことが分かる｡ しかし, データの連続性の観点から, 本稿では 『満

洲国政府公報』 に記載された企業データを反映させていない｡
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される｡ この公司条例は日本の商法・会社編の規定にほぼ準じていたが, 関東州および満鉄付

属地では����(明治��) 年９月の勅令���号 (関東州裁判令) により日本の商法が適用されて

おり ｢関東州及満鉄付属地に於ては支那法並に諸外国法に依る会社の本店を置く事を得さるを

以て皆日本法に依らさるを得さるなり｣ とされた��)｡ このことから関東州および満鉄付属地で
は日本本国の商法に準拠して会社設立が行なわれた｡ 他方, これら地域以外に本店を設置する

日本企業は, 明治三十七年追加日清通商船海条約第４条に基づき ｢日本の内国法を其侭適用す

るものにして此種の会社は商法上の内国会社｣ とされ, 本店所在地を管轄する領事館に設立登

記を行なうこととされた��)｡ この登記費用は日本本国に比較して著しく安価であり, さらに実
質的に日本法人として法的保護の対象になると共に ｢所得税営業税等は一切之を免除｣ される

など満洲において会社設立を促す体制が形成されていた��)｡ しかし, こうした満洲における法
的措置は必ずしも他の植民地と整合的なものではなかった｡ 朝鮮では明治四十三年制令第十三

号による朝鮮会社令が準拠法であり, 台湾では明治四十一年律令第十一号により商法の規定は

律令として施行されたが, 関東州では前述のように勅令により施行されていた｡ こうした日本

本国および各植民地間の法的位置の統一を目的として, ����年４月に法律第三十九号共通法が
制定される｡ 共通法は日本本国と植民地, あるいは各植民地間相互における法人の設立, 事務

所・営業所の設置および移転, 登記, 合併などを規定するものであった｡ その第４条では ｢一

ノ地域ニ於テ成立シタル法人ハ他ノ地域ニ於テ其成立ヲ認ム｡ 前項ノ法人ハ他ノ地域ノ法令ニ

依リ同種又ハ類似ノ法人ノ為スヲ得サル事項ハ其ノ地ニ於テ之ヲ為スルコトヲ得ス｣ と規定さ

れ, これにより日本本国と植民地法との法的整合性が図られた��)｡����年に満洲国が成立するが, 新たな会社法制は制定されず, ����年��月に日本の商法・会
社編を模して公布された中華民国の公司法が援用された｡ 公司法は前述の公司条例の改正法で

あるが, これは日本商法にほぼ準じたものであり, 法人形態も股�有限公司 (日本の株式会社
に該当), 無限公司 (同, 合名会社), 両合公司 (同, 合資会社), 股�両合公司 (同, 株式合

資会社) となっていた｡ したがって満洲国内で会社を設立する場合, 例えば株式会社であれば,

この公司法に準拠し股�有限公司として設立するか, 満鉄付属地を所在地として日本商法に準
拠して株式会社として設立するかどちらかであった｡ また, 満洲国は勅令 ｢大同元年三月一日

前ニ設立シタル公司ノ登記ニ関スル件｣ で ｢大同元年三月一日前ニ設立ノ登記ヲ為シタル公司

ハ本令施行ノ日ヨリ一年以内ニ更ニ登記ノ申請ヲ爲スヘシ｣ として, 満洲国成立以前に設立さ

れた法人に対し満洲国法人としての再登記を命じ, ｢所定ノ期間内ニ登記ノ申請ヲ為ササルモ

台湾と満洲の企業構成 ��

��) 南満洲鉄道株式会社社長室調査課 『満蒙に於ける各国の合弁事業』 第１輯, ����年, �ページ, ���
ページ｡��) 同前, ���ページ｡��) 同前, ��ページ｡��) 同前, ���ページ｡
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ノハ爾後解散シタルモノト看做ス｣ として１年以内に再登記を行なわない法人からその法的地

位を剥奪するとした��)｡ このため多数の企業が満洲国法人として再登記されるが, これにより
商業登記を基準とした企業データでは設立年月日として満洲国法人として再登記された年月日

が掲出されることとなり, 実際の設立年月日と齟齬が生じる事例が少なくない��)｡ この点に関
し注意が必要である｡

後に掲出する表―９や図―１から確認できるように, ����年代後半から満洲国内の会社設立
が急増する｡ このことは満洲国内に公司法に準拠する満洲国法人と日本商法に準拠する日本法

人の並立状況が拡大したことを意味し, 満洲国は会社法体系の整備を迫られることとなった｡

満洲国の治外法権撤廃と満鉄付属地の行政権回収問題がさらにその必要性を高めていた｡ こう

して����年６月に満洲国において会社法が公布され��月１日から施行されることとなった｡ し
かし, この満洲国会社法は日本本国の会社法体系をほぼそのまま転用したものであった｡ こう

した転用が行なわれた理由としては, 日本企業の満洲国直接投資が拡大し, さらにそれを誘引

するためには満洲国会社法制と日本本国の会社法制に齟齬を生じさせないことが重要であった

点を指摘できる｡ この会社法施行により満鉄付属地を所在地とした日本法人は全て満洲国法人

に転換された｡ 公司法に準拠した会社形態もこの会社法施行により日本と同様の株式会社, 合

名会社, 合資会社に変更された��)｡
こうした背景から会社法公布を契機に満洲国法人企業数は急増するが, ����年９月に満洲国
で臨時資金統制法が公布施行される｡ これは����年７月の日中戦争勃発に対応した日本本国の
経済統制政策に満洲国企業が包摂されたものと言うことができる｡ 日本本国では����年９月に
臨時資金調整法が公布されるが, 満洲国の臨時資金統制法は満洲国内における設備資金統制の

導入であった｡ これにより満洲企業は増資・合併や資金調達について満洲国経済部の認可が必

要となったが, 臨時資金統制法施行規則でその対象企業は資本金��万円以上の企業とされ, ��
万円未満の企業は資金統制対象外とされた｡ 臨時資金統制法は����年��月に改正され, 資金統
制対象企業は資本金��万円以上の企業へと拡大されたが, 改正法においても資本金��万円未満
の企業はその対象から除外されていた｡ こうした満洲国の企業資金統制政策の展開は当該期の

満洲企業の設立規模と設立件数に規定的な影響を及ぼすものであった��)｡
最後に満洲国の特殊会社制度についてもふれておきたい｡ 満洲国成立後に設立された特殊会

社数は����年の時点で特殊会社��社, 準特殊会社��社を確認できる��)｡ ����年３月に満洲国政

立教経済学研究 第��巻 第４号 ����年��

��) 統制科 ｢企業統制要綱｣ (『美濃部洋次文書』 ���‒�‒�)｡��) 前掲 『満州企業史研究』, ��ページ｡��) 同前, ��‒��ページ｡��) 南満洲鉄道株式会社調査部 『満洲経済統制関係主要法令集』 (産業調査資料第��編), ����年３月,���‒���ページ｡��) 前掲 『満洲国会社名簿 (資本金二十万円以上) 康徳十一年三月三十一日現在』｡
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府声明として ｢満洲国経済建設綱要｣ が示されるが, そこで ｢経済統制ノ方策｣ として ｢国防

的若ハ公共公益的性質ヲ有スル主要産業ハ公営又ハ特殊会社ヲシテ経営セシムルヲ原則｣ とす

ること, それ以外の ｢産業及資源等各般ノ経済事項ハ民間ノ自由経営ニ委ヌルモ特ニ国民ノ福

利ヲ重ンシ其ノ生計ヲ維持スル為ニ生産消費ノ両方面ニ亘リ必要ナル調節ヲ行フ｣ とされた��)｡
満洲における特殊会社は ｢特定会社に付特に制定された法律に基く会社｣ あるいは ｢満洲国と

他国との間に締結された条約に基く会社｣ とされ, 準特殊会社は ｢政府出資の会社｣, ｢会社設

立の際附款命令を受けたる会社｣, ｢定款中に政府の干渉権の規定された会社｣, ｢産業法規及同

施行細則によって政府の命令, 監督を受ける会社｣ のいずれかに該当する会社である��)｡ 特殊
会社は特殊会社法あるいは条約に準拠して設立され, 役員の選任・解任, 定款の重要な変更,

合併・解散の決議などが政府の認可事項となっており, 毎年事業計画を政府に提出し, 政府は

｢監督上, 公益上必要なる命令を為し得る｣ として満洲国政府の統制下に置かれていた｡ 準特

殊会社は政府が設立附款命令に基づき特殊会社と同様の監督, 命令権を有するものであり, 附

款命令が公布されない会社であっても重要産業統制法の適用事業には同様の監督, 命令権を満

洲国政府が有する会社であった｡ 準特殊会社は ｢国家統制上特別法を以て政府干渉を規定する

必要に及ばなかった｣ のみで, その設立意義は特殊会社と同様であった��)｡ 特殊会社・準特殊
会社はこのように満洲国政府による経営活動規制を受けた反面で基本的に一業一社の原則の下

に事業の独占的経営権が付与されていた��)｡ さらに, 特殊会社に対しては政府所有株に対する
配当免除や不足配当金補助, 租税公課免除, 社債発行条件など各種の優遇措置が与えられる事

例も数多く見られた��)｡ その後の����年５月に公布される重要産業統制法により, これら特殊
会社を中心とする重要産業指定業種は満洲国政府の許可制の下に置かれることになった｡ こう

した産業統制は����年��月公布の産業統制法により一般産業にまで拡大され, 満洲国政府は製
造業を中心とする��業種について当該企業の事業経営に対し直接的介入が可能となった｡ 続い
て����年４月には軍需会社法が公布され, 軍事関連企業は軍需会社に指定される｡ こうした指
定軍需会社では業務執行や役員・職員人事などについて株主総会を超えた権限が主務大臣に賦

与され, 満洲国政府の行政命令に基づく事業活動が義務付けられた｡ 但し, 軍需会社法の施行

は����年５月であり, 実際には軍需会社法の規定に基づく企業活動が実効性を有する以前に満
洲国は崩壊することになる��)｡
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��) 統制科 ｢重要産業統制法制定ニ関スル説明資料 康徳二年十一月｣ (『美濃部洋次文書』 ���)｡��) 横浜正金銀行調査部 『満洲国特殊会社制度に就て』 (調査報告第���号), ����年２月, �‒�ページ｡��) 同前, �ページ｡��) 菊地主計 『満洲重要産業の構成』 東洋経済出版部, ����年８月, �‒�ページ｡��) 前掲 『満洲国特殊会社制度に就て』, �‒�ページ｡��) 前掲 『満州企業史研究』, ��ページ, ��‒��ページ｡
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２. 企業構成の規模

表―１は����年��月末の台湾企業を法人形態別に区分したデータである��)｡ なお, 注記され
た表番号は拙稿 ｢企業構造とその特質｣ に掲出した表の番号である��)｡ これによれば, 台湾法
人企業の総数は����社, 払込資本金総額は８億����万円である｡ 株式会社が, 会社数で����％,
払込資本金額で����％を占める｡ 合資会社はそれぞれ����％, ���％, 合名会社は���％, ���％,
有限会社は���％, ���％の構成比を示す｡ 平均払込資本金額では, 株式会社が��万円であり,
合資会社, 合名会社, 有限会社は全て��万円以下となる｡ この点から台湾企業構成は多数の零
細規模企業によりその基盤が形成されていたことが確認できる｡

表―２は����年６月末, ����年５月末, ����年９月末の各時点における満洲における法人企
業構成を示す｡ ����年��月末データによる台湾企業構成と比較のため, 満洲についても 『満洲
銀行会社年鑑』 昭和��年版による����年９月末のデータを検討してみよう��)｡ 台湾に準じて関
東州および満洲国内に本社の商業登記を確認できる会社を ｢満洲企業｣ と定義すると会社数は����社となる｡ これら����社の払込資本金総額は��億����万円となる｡ 法人企業構成を規模で
比較すると, 台湾は会社数で満洲の����％, 払込資本金総額では����％に止まったことが分か
る｡ 法人形態別に満洲企業を見ると, 株式会社が����社, 払込資本金総額が��億����万円であ
り, 会社数で全体の����％, 払込資本金総額では����％を占めた｡ 合資会社はそれぞれ����％,���％, 合名会社は����％, ���％となっている｡ 株式会社の平均払込資本金額により１社平均

立教経済学研究 第��巻 第４号 ����年��

��) 台湾企業とは台湾に本社を置く企業とする｡��) 以下, 同様であり, 特に注記のない図表は本稿で初出の図表である｡��) 前掲 『満洲銀行会社年鑑 昭和拾七年版』｡

表―１ 台湾企業の法人形態別会社数 (1942年)
(単位：社数／千円)

株式会社 有限会社 合名会社 合資会社 総 計

法人数 ����� �� ��� ��� �����
(構成比) ����� ���� ���� ����� ―

公称資本金総額 ��������� ����� ― ― ���������
払込資本金総額 ������� ����� ������ ������ �������

(構成比) ����� ���� ���� ���� ―

平均払込資本金総額 ��� �� �� �� ���
(構成比) ����� ���� ���� ���� ―

出所) 塩見喜太郎編 『台湾諸会社銀行録 第��版』 台湾実業興信所, ����年��月より作成｡
注１) 拙稿 ｢企業構造とその特質｣, 表４―１に同じ｡
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の企業規模を比較すると, 台湾が��万����円であったのに対し満洲は���万����円となる｡ 単
純平均すると満洲の株式会社の１社当り払込資本金規模は台湾の���倍であったことが分かる｡
これを法人企業全体について見ると, 台湾の平均払込資本金額��万����円に対し満洲は��万����円となり, 満洲法人企業の１社平均の規模も台湾に比べて���倍となっている｡
次にこうした台湾の企業構成の拡大過程を検討する｡ 『台湾会社銀行録』 第８版に採録され

た����年３月における商業登記基準のデータを集計すると, 会社総数は���社, 払込資本金総
額は３億����万円となる｡ 株式会社は会社数���社, 払込資本金総額３億����万円, 合資会社
はそれぞれ���社, ����万円, 合名会社は��社, ���万円となる｡ ����年４月の有限会社法公布
以前のため有限会社は存在しない｡ これを����年��月データである第��版と比較する｡ ����年
データを���として指数化すると, 株式会社では会社数で�����, 払込資本金総額で�����とな
る｡ 法人企業全体では, 会社数で�����, 払込資本金総額で�����となる｡ ここから台湾の法人
企業構成は����年代後半から��年代のほぼ��年間に会社数で����倍, 払込資本金総額で����倍
に膨張したとことが分かる｡ 同じように表―２のデータを用いて満洲企業構成の膨張率を����
年６月と����年５月のほぼ��年間について見てみると, 株式会社の会社数で�����, 払込資本
金総額では�����となる｡ 法人企業全体では会社数で�����, 払込資本金総額で�����となる｡ さ
らに����年６月と����年９月で比較すると, 株式会社の会社数は�����, 払込資本金総額は������となり, 法人企業全体では会社数で�����, 払込資本金総額では������となる｡ 企業構成

台湾と満洲の企業構成 ��
表―２ 満洲における法人企業構成

(単位：千円)

法人形態 ����年６月 ����年５月 ����年９月
株式会社

法人数 ��� ��� �����
払込資本金総額 ������� ������� ���������
平均資本金額 ��� ��� �����

合資会社
法人数 ��� ����� �����
払込資本金総額 ������ ������ �������
平均資本金額 �� �� ��

合名会社
法人数 �� ��� �����
払込資本金総額 ����� ������ ������
平均資本金額 �� �� ��

総 計
法人数 ��� ����� �����
払込資本金総額 ������� ������� ���������
平均資本金額 ��� ��� ���

出所) 日清興信所編纂 『満洲会社興信録 大正十一年版』, ����年７月, 大連
商工会議所編 『満洲銀行会社年鑑 昭和十一年版』, ����年８月, 大連
商工会議所 『満洲銀行会社年鑑 昭和十七年版』, ����年３月より作成｡

注１) 株式会社の資本金総額・平均資本金額から満鉄は除外｡
注２) 満鉄の資本金額の推移は, ����年 (３億�����万円), ����年 (５億�����

万円), ����年 (��億�����万円) である｡
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の特徴をより明示的に示すため, 満洲のデータからは南満洲鉄道株式会社は除外している｡ 比

較の基準年が異なる点や満洲の基準年とした����年が反動恐慌の影響から法人企業構成が収縮
過程にあったことを差し引いて評価する必要はあるが, ����年代後半以降の満洲法人企業構成
が際立った膨張過程にあったことを確認できる｡ 満洲企業の膨張率がドラスティックに増加す

るため, 満洲と比較すると緩慢な拡大過程に見えるが, 台湾企業構成もまた着実な拡張を実現

していた｡ ただし, 会社数の増加率に対して払込資本金総額の増加率が低位に止まったことか

ら, この時期に新設された台湾企業は相対的に中小・零細規模の会社が多かったと推測できる｡

３. 規模別構成

では, 次に資本金規模に着目し企業規模の観点から台湾と満洲の企業構成を比較してみよう｡

表―３は払込資本金額を基準に����年における台湾法人企業を階層化したデータである｡ ひと
まず払込資本金���万円以上の企業を大企業と規定すると, 会社数は��社で法人企業全体の���
％であった｡ 他方, とりあえず払込資本金５万円未満の企業を零細企業と規定すると, 会社数

は����社, 全体の構成比は����％となる｡ ����年でも台湾法人企業の６割は払込資本金が５万
円未満の零細企業であった｡ これ以外の払込資本金額５万円以上���万円未満を中小企業と規
定すると, 会社数は���社, 構成比は����％であった｡ これを払込資本金総額のシェアについ
て見てみると, 会社数では全体の���％に過ぎない大企業が払込資本金総額の����％と全体の
ほぼ８割を占める｡ とりわけ会社数では���％に満たない払込資本金����万円以上の大企業の
払込資本金額シェアは����％とその過半を占めていた｡ これに対して５万円以上��万円未満の
小企業は����％, 会社数では全体の６割を占める零細企業のシェアはわずか���％に過ぎない｡
台湾法人企業の����％を占める払込資本金��万円未満の小企業・零細企業の払込資本金シェア

立教経済学研究 第��巻 第４号 ����年��

表―３ 台湾企業の規模別構成 (1942年・払込資本金額)
(単位：社, 円)

払込資本金額
株式
会社

有限
会社

合名
会社

合資
会社

会社数
総 計

会社数
構成比

払込資本金額
総 計

払込資本金額
構成比

台湾人筆頭
役員会社����万円以上 �� � � � �� ��� ����������� ���� ����万円以上 �� � � � �� ��� ���������� ��� ����万円以上 �� � � � �� ��� ����������� ���� ���万円以上 �� � � � �� ��� ���������� ��� ����万円以上 ��� �� �� �� ��� ���� ���������� ��� ���

５万円以上 ��� �� �� �� ��� ���� ���������� ��� ���
１万円以上 ��� �� �� ��� ����� ���� ���������� ��� ���
１万円未満 �� � �� ��� ��� ���� ��������� ��� ���

出所) 塩見喜太郎編 『台湾諸会社銀行録 第��版』 台湾実業興信所, ����年��月より作成｡
注１) 拙稿 ｢企業構造とその特質｣, 表４―２に同じ｡
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は����％であり全体の２割未満の比率であった｡
次に表―４で満洲企業について見てみよう｡ ����年の満洲法人企業の総数は����社を確認で
きるが, このうち払込資本金額���万円以上を大企業とすると会社数で全体の���％を占め, ��
万円以上���万円未満を中企業とすると���％, ５万円以上��万円未満を小企業とすると����％,
５万円未満を零細企業とすると����％となる｡ こうした会社総数に占めるシェアに対して, そ
れらの払込資本金総額に占めるシェアを見ると, 大企業が����％, 中企業が���％, 小企業が���
％, 零細企業が���％となる｡ 満洲においては, 会社数でわずかに���％の払込資本金額１億円

台湾と満洲の企業構成 ��
表―４ 満洲企業の規模別構成 (1942年・払込資本金額)

払込資本金額 企業数 (社) 構成比 (％) 払込資本金総額 (円) 構成比 (％)

１億円以上 �� ��� ������������� ���������万円以上 �� ��� ����������� ��������万円以上 �� ��� ������������� �������万円以上 �� ��� ����������� ������万円以上 ��� ��� ����������� �����万円以上 ��� ��� ����������� �����万円以上 ����� ���� ����������� ���
５万円以上 ����� ���� ���������� ���
１万円以上 ����� ���� ���������� ��������円以上 ��� ��� ��������� ��������円以上 ��� ��� ������� ������円未満 � ��� ����� �
不 明 � ��� ― ―

総 数 ����� �������������
出所) 大連商工会議所 『満洲銀行会社年鑑 昭和十七年版』, ����年より作成｡
注１) 日本企業の満洲支店は除く｡

表―５ 満洲法人企業の規模別構成の推移
(単位：社数)

資本金額 ����年６月 ����年５月 ����年９月
２億円以上 � � ������万円以上 � �����万円以上 �� �� �����万円以上 ��� ��� ���
２万円以上 ��� ����� ����������円以上 �� ��� ��������円以上 � �� ��
合 計 ��� ����� �����

出所) 日清興信所編纂 『満洲会社興信録 大正十一年版』, ����年７月, 大連商工
会議所編 『満洲銀行会社年鑑 昭和十一年版』, ����年８月, 大連商工会議
所 『満洲銀行会社年鑑 昭和十七年版』, ����年３月より作成｡
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表―６ 台湾の主要企業 (払込資本金額100万円以上：1942年)

会社名 業 種 設立年月日 公称資本金額(円) 払込資本金額(円) 筆頭役員 台湾人役員比率

大日本製糖株式会社 製糖業 ���������� ���������� ���������� 藤山愛一郎 ����
台湾電力株式会社 電力・電気工事 ���������� ���������� ���������� 増田次郎 ���
台湾拓殖株式会社 拓殖 ���������� ���������� ���������� 加藤恭平 ���
台湾製糖株式会社 製糖業 ���������� ���������� ���������� 益田太郎 ���
明治製糖株式会社 製糖業 ���������� ���������� ���������� 相馬半治 ���
塩水港製糖株式会社 製糖業 ���������� ���������� ���������� 岡田幸三郎 ���
(株) 台湾銀行 金融 ���������� ���������� ���������� 水津彌吉 ���
東台湾電力興業株式会社 電力・電気工事 ���������� ���������� ���������� 山下太造 ���
塩水港パルプ工業株式会社 製紙工業 ���������� ���������� ���������� 黒田秀博 ���
南日本鹽業株式会社 化学工業 ���������� ���������� ���������� 一宮銀生 ���
台湾興業株式会社 製紙工業 ���������� ���������� ��������� 田中栄八郎 ���
東邦金属精錬株式会社 金属工業 ���������� ���������� ��������� 赤司初太郎 ���
台湾化成工業株式会社 窯業・石材 ���������� ��������� ��������� 赤司初太郎 ����
台湾合同鳳梨株式会社 農業 ���������� ��������� ��������� 赤司初太郎 ���
基隆炭鉱株式会社 炭礦業 ���������� ��������� ��������� 森本光太郎 ����
台湾石炭株式会社 炭礦業 ���������� ��������� ��������� 今川淵 ���
(株) 福大公司 拓殖 ���������� ��������� ��������� 藤山愛一郎 ���
(株) 台湾商工銀行 金融 ���������� ��������� ��������� 荒木正次郎 ����
台湾パルプ工業株式会社 製紙工業 ���������� ���������� ��������� 赤司初太郎 ���
台湾製鹽株式会社 食品工業 ���������� ��������� ��������� 大和田悌二 ����
台湾船渠株式会社 機械工業 ���������� ��������� ��������� 安松勝雄 ����
東洋電化工業株式会社 化学工業 ���������� ��������� ��������� 松長安左衛門 ���
(株) 彰化銀行 金融 ���������� ��������� ��������� 坂本信道 ����
南海興業株式会社 炭礦業 ���������� ��������� ��������� 山内卓郎 ���

＊ 台陽鑛業株式会社 鉱業 ���������� ���������� ��������� 顔欽賢 ����
南日本汽船株式会社 運輸業 ���������� ��������� ��������� 後宮信太郎 ���

＊ 大永興業株式会社 不動産業 ���������� ��������� ��������� 林熊徴 ����
台湾不動産株式会社 拓殖 ���������� ��������� ��������� 中村勘吉 ���
高砂麥酒株式会社 食品工業 ���������� ��������� ��������� 赤司初太郎 ���

＊ (株) 華南銀行 金融 ���������� ��������� ��������� 林熊徴 ����
台湾畜産興業株式会社 畜産・畜産加工・皮革 ���������� ��������� ��������� 加藤恭平 ���
台湾有機合成株式会社 化学工業 ���������� ��������� ��������� 中江龍二 ���
台湾化学工業株式会社 化学工業 ���������� ���������� ��������� 石川一郎 ���
台東製糖株式会社 製糖業 ���������� ��������� ��������� 石川昌次 ���
クローム鉱業株式会社 鉱業 ���������� ��������� ��������� 加藤恭平 ���
拓洋水産株式会社 漁業・水産加工 ���������� ��������� ��������� 加藤恭平 ���
台湾繊維興業株式会社 繊維工業 ���������� ��������� ��������� 赤司初太郎 ���
台湾肥料株式会社 化学工業 ���������� ��������� ��������� 島田佐一 ���
台湾ゴム株式会社 その他製造業 ���������� ��������� ��������� 石橋正二 ���
高砂化学工業株式会社 化学工業 ���������� ��������� ��������� 阿部定雄 ���
杉原産業株式会社 化学工業・油脂工業 ���������� ��������� ��������� 杉原佐一 ���
(株) 日東商船組 運輸業 ���������� ��������� ��������� 大坪佐苦楽 ���

＊ 日本拓殖株式会社 拓殖 ���������� ��������� ��������� 林熊徴 ����
台湾土地建物株式会社 不動産業 ���������� ��������� ��������� 木村泰治 ���
台湾硝子株式会社 窯業・石材 ���������� ��������� ��������� 赤司初太郎 ���
台湾コロンビア販売株式会社 商業 ���������� ��������� ��������� 三保幹太郎 ���
台湾倉庫株式会社 その他 ���������� ��������� ��������� 三巻俊夫 ���
台湾交通株式会社 運輸業 ���������� ��������� ��������� 野津三次郎 ����
台中州自動車運輸株式会社 運輸業 ���������� ��������� ��������� 高橋秀人 ����
(株) 丸一組 運輸業 ���������� ��������� ��������� 本地才一郎 ���
蓬莱漁業株式会社 漁業・水産加工 ���������� ��������� ��������� 中部兼市 ���
台湾煉瓦株式会社 窯業・石材 ���������� ��������� ��������� 後宮信太郎 ���

＊ 訓眉建業株式会社 不動産業 ���������� ��������� ��������� 林鼎礼 �����
大成火災海上保険株式会社 金融 ���������� ��������� ��������� 門野重九郎 ����
台湾星製薬株式会社 農業 ���������� ��������� ��������� 星一 ���
台湾セメント株式会社 窯業・石材 ���������� ��������� ��������� 浅野八郎 ���
台湾畜産株式会社 食品工業 ���������� ��������� ��������� 矢野政良 ���
台湾青果株式会社 商業 ���������� ��������� ��������� 本山文平 ���

＊ 大安産業株式会社 不動産業 ���������� ��������� ��������� 林獻堂 �����
＊ 大和拓殖株式会社 拓殖 ���������� ��������� ��������� 睾偉甫 ����
陳中和物産株式会社 農業 ���������� ��������� ��������� 熊野啓蔵 ����
台湾窯業株式会社 窯業・石材 ���������� ��������� ��������� 芝原仟三郎 ����
東部電気株式会社 電力・電気工事 ���������� ��������� ��������� 小川浩 ����
東部水産株式会社 漁業・水産加工 ���������� ��������� ��������� 前根寿一 ����
台湾通信工業株式会社 機械工業 ���������� ��������� ��������� 中上豊吉 ���

出所) 塩見喜太郎編 『台湾諸会社銀行録 第��版』 台湾実業興信所, ����年��月より作成｡
注１) ＊は台湾人筆頭役員会社｡
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以上の巨大企業��社で払込資本金総額の����％と全体の半分近くを占め, ���％の払込資本金
額����万円以上の企業��社で����％とほぼ四分の三を占めていた｡ 特殊会社・準特殊会社を中
心とする満洲法人企業構成における著しい資本の上位集中度を指摘できよう｡ 表―５は, 満洲

の企業構成を����年, ����年, ����年の３時点で示したものである｡ これによれば����年から��年では����円以上２万円以下の零細規模企業と２万円以上��万円以下の小規模企業が多く設
立された｡ しかし, ����年から��年になると零細規模企業の設立は低迷し, むしろ２万円以上��万円以下の小規模企業と��万円以上���万円以下の中規模企業が多く設立されている｡ ����
年では満洲法人企業の����％が２万円以上��万円以下の小規模企業であった｡ また, ���万円
以上����万円以下の大企業も����年から��年の間に���倍に増大し, ����年には���社が存在し
ていた｡

表―６は����年の台湾企業から払込資本金額���万円以上の主要企業を抽出した表である｡
これらのうち最大の企業は払込資本金����万円の大日本製糖株式会社であった｡ 同社を含め払
込資本金����万円以上の企業��社のうち４社は製糖会社であった｡ 台湾経済における製糖業の
プレゼンスの大きさを再確認できる｡ 製糖会社以外の企業を見ると, 第２位に台湾電力株式会

社 (同����万円), 第３位に台湾拓殖株式会社 (同����万円), 第７位に株式会社台湾銀行 (同����万円) があり, 製糖会社と並び台湾の経済産業開発を担う, いわゆる国策会社のプレゼン
スも大きい｡ これら以外の企業では東台湾の花蓮港市に本社を有する東台湾電力興業株式会社

(同����万円), 塩水港パルプ工業株式会社 (同����万円), 南日本塩業株式会社 (同����万円)
などが主要企業であった｡ 表―３および表―６には台湾人筆頭役員会社を示した｡ 台湾人が代

表取締役など会社の経営トップに就任していた企業をここでは台湾人筆頭役員会社とした｡ 表

―６からはそうした企業７社を確認できる｡ そのなかで最大規模の企業は代表的な台湾人企業

家であった顔欽賢が社長に就任していた炭砿会社の台陽鉱業株式会社 (同���万円) であった｡
表―７は����年の満洲企業から払込資本金額����万円以上の主要企業を抽出した表である｡
掲出した企業��社のうち最大の企業は払込資本金額が��億円を超す南満洲鉄道株式会社であり,
第２位は５億円を超える満洲重工業開発株式会社であった｡ 一見して分かるように満洲におけ

る巨大企業の多くは特別法に準拠して設立された特殊会社とそれに準ずる準特殊会社であった｡

上位��社は全てそうした会社形態の企業であり, 払込資本金����万円で第��位に位置する啓東
煙草株式会社が商法に基づく普通会社として最大規模の企業であった｡ 払込資本金額����万円
以上の��社のうち��社が特殊会社, ��社が準特殊会社であり, 特殊会社の比率は����％, 特殊
会社・準特殊会社総数の比率は����％と過半を超える｡ また, それらの多くは����年代後半か
ら��年代初頭に新設された企業であり, 満洲企業構成に内在した特異性を明確に示すものと言
うことができる｡

台湾と満洲の企業構成 ��
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表―７ 満洲の主要企業 (払込資本金額1000万円以上：1942年)

会社名 業 種 設立年月 公称資本金額(円) 払込資本金額(円) 筆頭役員

特 殊 南満洲鉄道株式会社 交通・運輸 ���������� ������������� ������������� 大村貞一
特 殊 満洲重工業開発株式会社 投資会社 ���������� ����������� ����������� 鮎川義介
特 殊 満洲炭砿株式会社 鉱 業 ���������� ����������� ����������� 鮎川義介
特 殊 (株) 昭和製鋼所 金属工業 ���������� ����������� ����������� 高碕達之助
特 殊 満洲電業株式会社 電気・瓦斯 ���������� ����������� ����������� 韓雲階
特 殊 満洲投資証券株式会社 商事会社 ���������� ����������� ����������� 三保幹太郎
準特殊 満洲鉱山株式会社 鉱 業 ���������� ����������� ����������� 加藤穆夫
特 殊 吉林人造石油株式会社 化学工業 ���������� ����������� ����������� 野口遵
準特殊 東辺道開発株式会社 鉱 業 ���������� ����������� ����������� 高碕達之助
準特殊 (株) 本渓湖煤鉄公司 金属工業 ���������� ����������� ����������� 島岡亮太郎
準特殊 密山炭砿株式会社 鉱 業 ���������� ����������� ����������� 藤井暢七郎
特 殊 満洲飛行機製造株式会社 機械器具工業 ���������� ����������� ���������� 高碕達之助
特 殊 満洲軽金属製造株式会社 金属工業 ���������� ���������� ���������� 高碕達之助
特 殊 満洲電信電話株式会社 倉庫・保険・通信 ���������� ����������� ���������� 広瀬寿助
特 殊 満洲拓殖公社 拓殖興業 ���������� ���������� ���������� 二宮治重
特 殊 満洲鴨緑江水力発電株式会社 電気・瓦斯 ���������� ����������� ���������� 久保田豊
特 殊 満洲採金株式会社 鉱 業 ���������� ���������� ���������� 石川留吉
特 殊 満洲農産公社 商事会社 ���������� ���������� ���������� 結城清太郎

啓東煙草株式会社 其他之工業 ���������� ���������� ���������� 田中知平
特 殊 満洲合成燃料株式会社 化学工業 ���������� ���������� ���������� 藤岡浄吉

満洲重機株式会社 機械器具工業 ���������� ���������� ���������� 矢野美章
特 殊 満洲鉱業開発株式会社 鉱 業 ���������� ���������� ���������� 竹内徳亥
特 殊 満洲航空株式会社 交通・運輸 ���������� ���������� ���������� 牧野正廸
特 殊 満洲興業銀行 銀行業 ���������� ���������� ���������� 岡田信
準特殊 渓●炭砿株式会社 鉱 業 ���������� ���������� ���������� 北野三郎
特 殊 満洲生活必需品株式会社 商事会社 ���������� ���������� ���������� 島田茂
特 殊 満洲石油株式会社 化学工業 ���������� ���������� ���������� 橋本圭三郎

満洲住友金属工業株式会社 金属工業 ���������� ���������� ���������� 古田俊之助
同和自動車工業株式会社 機械器具工業 ���������� ���������� ���������� 矢野美章
舒蘭炭砿株式会社 鉱 業 ���������� ���������� ���������� 野口遵

準特殊 満洲特殊鉄鉱株式会社 鉱 業 ���������� ���������� ���������� 稲田文治
満洲鉛鉱株式会社 鉱 業 ���������� ���������� ���������� 有泉寛

特 殊 満洲房産株式会社 土地・建物 ���������� ���������� ���������� 謝介石
特 殊 満洲林業株式会社 拓殖興業 ���������� ���������� ���������� 南正樹
特 殊 満洲電気化学工業株式会社 化学工業 ���������� ���������� ���������� 平島敏夫

大連汽船株式会社 交通・運輸 ���������� ���������� ���������� 川村竜雄
満洲化学工業株式会社 化学工業 ���������� ���������� ���������� 貝瀬謹吾

特 殊 満洲自動車製造株式会社 機械器具工業 ���������� ����������� ���������� 矢野美章
特 殊 (株) 奉天造兵所 機械器具工業 ���������� ���������� ���������� 三村友茂

満洲東亜煙草株式会社 其他之工業 ���������� ���������� ���������� 広瀬安太郎
琿春炭砿株式会社 鉱 業 ���������� ���������� ���������� 玉井磨輔
満蒙毛織株式会社 紡織及染色工業 ���������� ���������� ���������� 椎名義

特 殊 満洲塩業株式会社 拓殖興業 ���������� ���������� ���������� 芝喜代二
(株) 大連機械製作所 機械器具工業 ���������� ���������� ���������� 高田友吉

準特殊 満洲工作機械株式会社 機械器具工業 ���������� ���������� ���������� 久保田篤次郎
準特殊 満洲畜産株式会社 拓殖興業 ���������� ���������� ���������� 浜田陽児

東満洲鉄道株式会社 交通・運輸 ���������� ���������� ���������� 中村直三郎
満洲三菱機器株式会社 機械器具工業 ���������� ���������� ���������� 元良信太郎
(株) 満洲工廠 機械器具工業 ���������� ���������� ���������� 根本富士雄

準特殊 満洲曹達株式会社 化学工業 ���������� ���������� ���������� 武部治右衛門
南満洲瓦斯株式会社 電気・瓦斯 ���������� ���������� ���������� 長谷川善次郎
大連都市交通株式会社 交通・運輸 ���������� ���������� ���������� 田辺利男
国際運輸株式会社 交通・運輸 ���������� ���������� ���������� 古川達四郎

特 殊 満洲中央銀行 銀行業 ���������� ���������� ���������� 関 潮
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４. 設立状況

表―８は台湾企業の設立状況を設立年に準じて示したデータである｡ ただし, このデータは����年に台湾に存在した企業を設立年月日に準じて配列したものであり, それまで台湾に設立
された企業を網羅したものではない｡ 台湾に設立された企業であっても����年以前に清算, 合
併等により商業登記が抹消された企業は全て脱漏する点に注意が必要である��)｡ 表―８には参

台湾と満洲の企業構成 ��

��) 台湾企業構造の大きな特質として会社清算率の高さを指摘できる｡ この点を顧慮すると, 台湾企業
構成を分析する際に, 特定時点に存在する企業を設立年月日データに依拠して再構成する方法は必ず

しも適切な方法とは言えない｡ 企業新設と清算により創出される企業構造変化のダイナミズムが看取

できないからである｡ また, 本稿が基礎データとして依拠する 『台湾諸会社銀行録』 には資本変化の

データが未載であるため, 掲出する払込資本金額は����年の金額であり, 早期に設立された企業ほど
創立資本金額とのバイアスが大きくなる傾向を有する｡ こうした難点を有するが, 台湾企業に関して

不十分であれこれまで設立状況を示すデータが提示されていないため, 暫定的なデータとしてこれを

掲出する｡

現在の資料状況に鑑みると, こうした難点を完全に回避することは難しい｡ ただし, 『台湾会社銀

行録』 各年版のデータを基礎に 『台湾会社年鑑』 の資本変化データや台湾銀行調査課編 『台湾金融経

済月報』 所収 ｢会社調｣ の企業新設, 清算, 合併データを付加することで一定程度データの精度を向

特 殊 日満商事株式会社 商事会社 ���������� ���������� ���������� 小川逸郎
満日亜麻紡織株式会社 紡織及染色工業 ���������� ���������� ���������� 坂内美雄
満洲車両株式会社 機械器具工業 ���������� ���������� ���������� 船田要之助
満洲製糖株式会社 食料品工業 ���������� ���������� ���������� 赤司初太郎

準特殊 満洲瓦斯株式会社 電気・瓦斯 ���������� ���������� ���������� 長谷川善次郎
吉林鉄道株式会社 交通・運輸 ���������� ���������� ���������� 野口遵
満洲不動産株式会社 土地・建物 ���������� ���������� ���������� 古閑正雄
(株) 大興公司 金融業 ���������� ���������� ���������� 劉世忠

特 殊 満洲硫安工業株式会社 化学工業 ���������� ���������� ���������� 南正樹
満洲電線株式会社 金属工業 ���������� ���������� ���������� 別宮貞俊

準特殊 札賚炭砿株式会社 鉱 業 ���������� ���������� ���������� 高碕達之助
大倉事業株式会社 投資会社 ���������� ���������� ���������� 大倉喜七郎
大同洋灰株式会社 窯 業 ���������� ���������� ���������� 浅野良三
南満鉱業株式会社 鉱 業 ���������� ���������� ���������� 高木陸郎

特 殊 満洲棉花株式会社 拓殖興業 ���������� ���������� ���������� 横瀬花兄七
(株) 進和商会 商事会社 ���������� ���������� ���������� 小南夫一

準特殊 満洲麻袋株式会社 紡織及染色工業 ���������� ���������� ���������� 奥平広敏
東棉紡織株式会社 紡織及染色工業 ���������� ���������� ���������� 塚田公太
東洋タイヤ工業株式会社 化学工業 ���������� ���������� ���������� 作川鐸太郎
東洋人繊株式会社 化学工業 ���������� ���������� ���������� 作川鐸太郎
(株) 満洲ロール製作所 金属工業 ���������� ���������� ���������� 大谷米太郎
日満製粉株式会社 食料品工業 ���������� ���������� ���������� 中沢正治
本渓湖洋灰株式会社 窯 業 ���������� ���������� ���������� 大倉彦一郎

準特殊 協和鉄山株式会社 鉱 業 ���������� ���������� ���������� 上島慶篤
熱河開発株式会社 鉱 業 ���������� ���������� ���������� 菅原憲亮
新京交通株式会社 交通・運輸 ���������� ���������� ���������� 田辺利男

特 殊 満洲土地開発株式会社 土地・建物 ���������� ���������� ���������� 花井脩治
出所) 大連商工会議所 『満洲銀行会社年鑑 昭和十七年版』, ����年３月より作成｡
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上させることは可能と思われる｡

表―８ 台湾企業の設立状況 (1942年現在の払込資本金額)

年 会社数
(社)

払込資本金額
(円)

参考事項���� � ���������� 大日本製糖株式会社���� � ������� (株) 台湾日報社���� � ������� (株) 台湾日日新報社���� � ���������� (株) 台湾銀行���� � ���������� 台湾製糖株式会社���� � ������� (株) 台湾新聞社���� � ������ (資) 台北検番���� � ��������� (株) 彰化銀行���� � ���������� 明治製糖株式会社���� � ���������� 塩水港製糖株式会社, 打狗土地株式会社, 新竹拓殖軌道株式会社���� � ��������� 台湾土地建物株式会社���� � ��������� (株) 台湾商行銀行, 台湾肥料株式会社, 台湾地所建物株式会社���� �( �) ������� 南邦交通株式会社���� �( �) ��������� 台湾製麻株式会社, 台湾畜産興発株式会社, 台湾興業信託株式会社���� � ��������� 台東製糖株式会社, 台湾煉瓦株式会社, 高雄酒精株式会社���� � ������� 徳記合名会社, 卓蘭興業株式会社, (資) 高砂商行���� �( �) ��������� 台湾倉庫株式会社, 台湾爆竹煙火株式会社, (株) 東台湾新報社���� �( �) ������� 蓬莱不動産株式会社, 屏東信託株式会社, 台湾コークス株式会社���� �( �) ���������� 基隆炭礦株式会社, 台陽鉱業株式会社, 台湾交通株式会社���� ��( �) ���������� 台湾電力株式会社, 台湾製塩株式会社, 高砂麦酒株式会社���� ��( �) ��������� 高砂化学工業株式会社, 大成火災海上保険株式会社, 東部電気株式会社���� ��( �) ��������� 大永興業株式会社, (株) 台湾貯蓄銀行, (株) 盛進商行���� ��( ��) ��������� 訓眉建業株式会社, 陳中和物産株式会社, 禎�拓殖株式会社���� ��( ��) ��������� 振成興業株式会社, 林本源維記興業株式会社, (名) 義和商行���� ��( ��) ��������� 台湾青果株式会社, 近江炭礦合資会社, 嘉禾拓殖株式会社���� ��( ��) ��������� (資) 三五公司源成農場, (資) 三五公司南�農場, 三峡殖合資会社���� ��( ��) ��������� 中台商事株式会社, 大東信託株式会社, (株) 施合発商行���� ��( ��) ��������� 大和興業株式会社, 台南製氷株式会社, 振成発合資会社���� ��( ��) ��������� 久大実業株式会社, (資) 山半商店, (株) 賀田組���� ��( ��) ��������� (株) 興南新聞社, (株) 台湾宅商会, 勝源建業合資会社���� ��( ��) ��������� 大安産業株式会社, 加里化学合資会社農業部, 基隆冷蔵株式会社���� ��( ��) ��������� 東海自動車運輸株式会社, (株) 丸一組, 義順商事株式会社���� ��( ��) ��������� (株) 日東商船組, (株) 菊元商行, 錦記製茶株式会社���� ��( ��) ��������� 台湾コロンビア販売株式会社, 大和拓殖株式会社, 台湾運輸株式会社���� ��( ��) ��������� 益興炭礦株式会社, 台湾瓦斯株式会社, (株) 永豊商店���� ���( ��) ���������� 台湾興業株式会社, 台湾繊維興業株式会社, 台湾星製薬株式会社���� ���(���) ���������� 台湾拓殖株式会社, 杉原産業株式会社, (名) 渡邊藤吉商店���� ���(���) ���������� (株) 福大公司, 台湾船渠株式会社, 台湾不動産株式会社���� ���(���) ���������� 南日本塩業株式会社, 塩水港パルプ工業株式会社, 東邦金属精錬株式会社���� ���(���) ���������� 東台湾電力興業株式会社, 台湾化成工業株式会社, 台湾合同鳳梨株式会社���� ���(���) ���������� 南海興業株式会社, 南日本汽船株式会社, 台湾硝子株式会社���� ���(���) ���������� 台湾有機合成株式会社, 台湾ゴム株式会社, 台中州自動車運輸株式会社

出所) 塩見喜太郎編 『台湾諸会社銀行録 第��版』 台湾実業興信所, ����年��月より作成｡
注１) 拙稿 ｢企業構造とその特質｣, 表４―３に同じ｡
注２) 会社数のカッコ内の数は台湾人筆頭役員会社数を示す｡
注３) 参考事項は当該年度に設立された会社のうち払込資本金額が上位３社の会社名を示す｡
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考事項として当該年に設立された規模の大きい企業３社を示した｡ ただし, ����年の大日本製
糖株式会社は日本における設立年であり, 同社が台湾に本社を移転するのは����年である｡ 同
表では暫定的に同社を掲出しているが, ����年以前は本稿で定義する台湾企業の範疇には入ら
ない��)｡ したがって����年まで営業活動を維持した台湾企業のなかで最初に設立された会社は,
同表によれば����年６月１日に台南市に設立された新聞社である株式会社台湾日報社となる｡
日本による台湾領有の初期では主要製糖会社や銀行など有力企業の設立を確認できるが, この

時期に設立された企業で����年まで存続し得た企業がこれら有力企業であったということであ
り, すでに述べたデータ上の制約性が大きい｡ この点を前提として同表を見ると, ����年代か
ら����年代前半期に漸増傾向を示し, ����年代後半期に急増していることが分かる｡ これら企
業の新設といわゆる台湾工業化の進展が����年代後半期にパラレルに進展したものと考えられ
る｡

表―９は満洲企業について表―８と同様の手続きで作成したものである｡ ����年データを採
録する 『満洲銀行会社年鑑』 の昭和��年版に依拠したため, 表―８と同様のデータ上の制約が
ある点をあらかじめ指摘しておきたい��)｡ 同表によれば����年に東亜印刷株式会社が見られる
が, 同社は台湾における大日本製糖と同様の経緯を有する｡ 同社は����年１月に払込資本金５
万����円で東京市京橋区に設立される��)｡ その後の����年��月に大連支店を設置し, ����年��
月に本社を大連に移転している��)｡ 本稿の満洲企業の定義では, 同社は����年以降が満洲企業
に該当するがデータの制約上, 表―９では同社が掲出されている｡ この点を踏まえると実質的

に満洲法人企業として最初に設立された会社は, ����年��月に払込資本金２億円で大連に設立
された南満洲鉄道株式会社である｡ 同じ����年��月には払込資本金��万円で鉄嶺鉄道付属地
(その後に奉天市に移転) に満洲製粉株式会社が設立されている｡ また, その翌年の����年５
月には三井物産により営口に払込資本金��万円で株式会社三泰油房が設立されている｡ 満洲に
おける法人企業の設立動向を見ると第一次大戦期の����・��・��年に企業新設のブームが存在
する｡ しかし, その後の反動恐慌以降の����年代は相対的に低迷し, 満洲国成立後の����年以
降に再び企業新設が増加に転じ, ����年代後半に急増する状況が見て取れる｡ 表―10は台湾と

台湾と満洲の企業構成 ��

��) これもデータの制約結果である｡ 周知のように大日本製糖は����年��月に日本初の近代的製糖会社
の日本精製糖株式会社として設立される｡ 翌����年��月に大阪の日本精糖株式会社を合併して大日本
製糖が成立し台湾進出が行なわれる｡ この進出した支社が台湾で商業登記され, ����年になって同社
は本社を台湾に移転する｡ したがって同社が本章で定義する台湾企業に該当するのは����年の本社の
台湾移転以降となる｡ しかし, 表―８は����年時点のデータに依拠して作成したため, この時点では
大日本製糖はすでに台湾企業であり, したがって日本における同社の設立年月日が掲出されることと

なった｡��) 前掲 『満洲銀行会社年鑑 昭和拾七年版』｡��) 前掲 『満洲会社興信録 大正十一年版』｡��) 前掲 『満洲銀行会社年鑑 昭和拾七年版』｡
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表―９ 満洲企業の設立状況 (1942年現在の払込資本金額)

年 会社数 払込資本金額 (円) 参考事項���� � ������� 東亜印刷株式会社�������� � ������������� 南満洲鉄道株式会社 (��億����万円), 満洲製粉株式会社 (���万円)���� � ��������� (株) 三泰油房 (���万円)�������� � ����������� (株) 本渓湖煤鉄公司 (１億円)���� � ���������� � ����������� � ��������� 南満洲物産株式会社 (���万円)���� � ������� 吉林燐寸株式会社 (��万円)���� �� ���������� 大連汽船株式会社 (����万円), 南満洲太興合名会社 (���万円)���� � ��������� 満洲海運株式会社 (���万円)���� �� ���������� (株) 南昌洋行 (���万円), 満洲製麻株式会社 (���万円),
大連製氷株式会社 (���万円)���� �� ���������� 満蒙毛織株式会社 (����万円), (株) 大連機械株式会社 (����万円),
南満鉱業株式会社 (����万円)���� ��� ���������� (株) 進和商会 (����万円), 満洲土地建物株式会社 (���万円),
鴨緑江製紙株式会社 (���万円)���� ��� ���������� 大同産業株式会社 (���万円), 撫順窯業株式会社 (���万円),
(株) 大連株式商品取引所 (���万円)���� �� ���������� (株) 奉天紡沙廠 (���万円), (名) 宏治商会 (���万円),
営口小寺機器油房 (���万円)���� �� ��������� 大満洲忽布麦酒株式会社 (���万円), ボロジン高田醸造株式会社 (���万円)���� �� ���������� 満洲紡績株式会社 (���万円), 満洲福紡株式会社 (���万円),
共栄起業株式会社 (���万円)���� �� ��������� 満洲産業株式会社 (��万円)���� �� ���������� 南満洲瓦斯株式会社 (����万円), 昌光硝子株式会社 (���万円),
大連窯業株式会社 (���万円)���� �� ���������� 国際運輸株式会社 (����万円), 大連都市交通株式会社 (����万円),
福昌華工株式会社 (���万円)���� �� ��������� 龍井貿易株式会社 (��万円)���� �� ��������� (株) 遼東ホテル (��万円)���� �� ����������� (株) 昭和製鋼所 (２億円), 大連農事株式会社 (���万円), 相生合名会社 (���万円)���� �� ��������� 宮川鉱業合資会社 (���万円)���� �� ��������� 昭和工務所 (��万円)���� �� ���������� 満洲航空株式会社 (����万円), 満洲中央銀行 (����万円), (株)
満蒙毛織百貨店 (���万円)���� ��� ����������� 満洲電信電話株式会社 (����万円), 満洲化学工業株式会社 (����万円),
(株) 大興公司 (����万円)���� ��� ����������� 満洲炭砿株式会社 (３億円), 満洲電業株式会社 (１億����万円),
満洲採金株式会社 (���万円)���� ��� ����������� 満洲鉱業開発株式会社 (����万円), 満洲鉛鉱株式会社 (����万円),
満洲三菱機器株式会社 (����万円)���� ��� ����������� 満洲軽金属製造株式会社 (����万円), 啓東煙草株式会社 (����万円),
(株) 満洲興業銀行 (����万円)���� ��� ����������� 満州重工業開発株式会社 (５億���万円), (株) 満洲拓殖公社 (����万円),
満洲鴨緑江水力発電株式会社 (����万円)���� ��� ����������� 満洲鉱山株式会社 (１億����万円), 東辺道開発株式会社 (１億����万円),
満洲飛行機製造株式会社 (����万円)���� ��� ����������� 吉林人造石油株式会社 (１億����万円), 舒蘭炭砿株式会社 (����万円),
満洲生活必需品株式会社 (����万円)���� ��� ����������� 満洲重機株式会社 (����万円), 満洲特殊鉄鉱株式会社 (����万円),
満洲麻袋株式会社 (����万円)���� ��� ����������� 満洲投資証券株式会社 (１億����万円), 密山炭砿株式会社 (１億円),
(株) 満洲農産公社 (����万円)���� ��� ����������� 渓●炭砿株式会社 (����万円), 関東州水産配給統制株式会社 (���万円),
関東州青果配給統制株式会社 (���万円)

出所) 大連商工会議所 『満洲銀行会社年鑑 昭和十七年版』 大連商工会議所, ����年より作成｡
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台湾と満洲の企業構成 ��

出所) 表―８および表―９より作成｡
注１) 拙稿 ｢企業構造とその特質｣, 図４―１に同じ｡

図―１ 台湾企業・満洲企業の設立状況

表―10 台湾および満洲企業の設立状況

年
台湾 満洲

年
台湾 満洲

会社数 払込資本金額 (円) 会社数 払込資本金額 (円) 会社数 払込資本金額 (円) 会社数 払込資本金額 (円)���� � ���������� � � ���� �� ��������� �� �������������� � ������� � � ���� �� ��������� �� ������������� � ������� � � ���� �� ��������� �� �������������� � ���������� � � ���� �� ��������� �� ������������� � ���������� � � ���� �� ��������� �� �������������� � ������� � � ���� �� ��������� �� �������������� � ������ � � ���� �� ��������� �� ������������� � � � ������� ���� �� ��������� �� ������������� � ��������� � � ���� �� ��������� �� �������������� � ���������� � ��������� ���� �� ��������� �� ������������� � ���������� � ��������� ���� �� ��������� �� ������������� � ��������� � � ���� �� ��������� �� ������������� � ��������� � ������� ���� �� ��������� ��� �������������� � ������� � ������ ���� �� ��������� ��� ��������������� � ��������� � ������� ���� ��� ���������� ��� ��������������� � ��������� � ��������� ���� ��� ���������� ��� ��������������� � � � ������� ���� ��� ���������� ��� ��������������� � ������� �� ���������� ���� ��� ���������� ��� ��������������� � ��������� � ��������� ���� ��� ���������� ��� ��������������� � ������� �� ���������� ���� ��� ���������� ��� ��������������� � ���������� �� ���������� ���� ��� ���������� ��� ��������������� �� ���������� ��� ���������� ���� － － ��� ��������������� �� ��������� ��� ����������
出所) 表―８・９に同じ｡
注１) 払込資本金額は����年現在の金額｡
注２) 満洲における特殊会社・準特殊会社は除外｡
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満洲の法人企業の設立動向をまとめたデータである｡ 同表に基づき会社数と各年の払込資本金

総額をグラフとして示したものが図―１および図―２である｡ なお, 表―10および図―１・図

―２のデータは満洲企業全体から特殊会社・準特殊会社を除いてある｡ すでにふれたように満

洲における特殊会社・準特殊会社は払込資本金額が巨大で, これら少数の巨大会社の払込資本

金額が満洲法人企業全体の払込資本金額に占める比率が高い｡ これらをデータに算入すると払

込資本金額の点で満洲法人企業構成に大きな歪みを生じさせる可能性が避けがたい｡ そのため

これらの企業はデータから除外した｡ それにもかかわらず����年代後半期には台湾と満洲で著
しく大きな格差を生じていることが図―１および図―２から確認できる｡ ����年代後半の工業
化の進展とパラレルに台湾法人企業の新設ブームが生じたとは言え, その規模は会社数でも払

込資本金総額でも満洲に比較すれば相対的に小規模であった｡ ただし, これは����年代後半期
の満洲企業構成の膨張がきわめて特異な状況であったと評価する方がむしろ適切な評価と思わ

れる｡

５. 業種構成

次に台湾および満洲企業を業種構成の観点から確認しておきたい｡ 表―11は営業目的が未詳

で業種分類ができない合資会社を除いた����年の台湾企業を業種別に区分し社数に準じて示し
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出所) 表―８および表―９より作成｡

図―２ 台湾企業・満洲企業の払込資本金総額の推移
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た表であり, 表―12は払込資本金額に準じて示した表である｡ 表―11によれば企業数が最大な

業種は商業で会社数は���社, 構成比は����％であった｡ 以下, 不動産業 (����％), 食品工業
(���％), 運輸業 (���％), 林業・林産加工業 (���％) となっている｡ 他方, 払込資本金総額
に着目した業種構成を表―12で見てみると, 台湾では払込資本金総額が最大な業種は製糖業で

あり, 企業数では��社と全体の���％に過ぎないが, 払込資本金総額では２億����万円と全体

台湾と満洲の企業構成 ��
表―11 台湾法人企業の業種構造―企業数― (1942年)

業 種 企業数
(社)

公称資本金額
(千円)

払込資本金額
(千円)

平均払込資本金額
(千円)

商 業 ��� ������ ������ ���
不動産業 ��� ������ ������ ���
食品工業 ��� ������ ������ ���
運輸業 ��� ������ ������ ���
林業・林産加工 �� ������ ����� ���
農産加工 �� ����� ����� ��
拓 殖 �� ������ ������ �����
金融業 �� ������ ������ ���
農 業 �� ������ ������ ���
繊維工業 �� ������ ����� ���
機械工業 �� ������ ����� ���
窯業・石材 �� ������ ������ ���
その他製造業 �� ����� ����� ���
サービス業 �� ����� ����� ��
金属工業 �� ������ ������ ���
化学工業 �� ������ ������ ���
製紙工業 �� ������ ������ �����
漁業・水産加工 �� ����� ����� ���
土木建築請負業 �� ����� ����� ��
製糖業 �� ������� ������� ������
印刷・出版 �� ����� ����� ��
炭砿業 �� ������ ������ �����
鉱 業 �� ������ ������ ���
電力・電気工事 �� ������� ������� �����
畜産・畜産加工・皮革 �� ����� ����� ���
その他 �� ����� ����� ���
製薬業 �� ����� ����� ���
油脂・肥料工業 � ����� ��� ��
新 聞 � ����� ����� ���
ガス・水道・燃料 � ����� ����� ���
労力請負業 � ��� ��� ��
自動車工業 � ����� ��� ���

合計 ����� ��������� ������� ���
出所) 塩見喜太郎編 『台湾諸会社銀行録 第��版』 台湾実業興信所, ����年��月より作成｡
注１) 拙稿 ｢企業構造とその特質｣, 表４―４に同じ｡
注２) 業種分類未詳の合資会社 (���社) を除外｡
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の����％を占有する｡ 以下, 企業構成比���％の電力・電気工事業 (１億��万円・����％), ���
％の拓殖業 (����万円・����％), ���％の金融業 (����万円・���％), ���％の食品工業 (����
万円・���％) となっている｡ 企業数で構成比����％と最大であった商業は払込資本金総額が����万円で, 構成比も���％と大幅に低下する｡
表―13は����年の満洲企業について業種構成と払込資本金額をクロス集計したデータである｡
満洲と台湾でデータの業態把握にやや差異はあるが, 企業数で最大の業種は台湾企業の場合と

同じく商業で, 小売流通業である商事会社の企業数は����社, その構成比が����％とむしろ台
湾よりも高いことが分かる｡ 満洲においては法人企業のほぼ４割が小売流通業であり, 他の業

種を圧倒する｡ 満洲の臨時資金統制法では資本金��万円未満の企業はその適用対象外とされ,
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表―12 台湾法人企業の業種構造―払込資本金額― (1942年)

業 種 企業数
(社)

公称資本金額
(千円)

払込資本金額
(千円)

平均払込資本金額
(千円)

製糖業 �� ������� ������� ������
電力・電気工事 �� ������� ������� �����
拓 殖 �� ������ ������ �����
金融業 �� ������ ������ ���
食品工業 ��� ������ ������ ���
商 業 ��� ������ ������ ���
運輸業 ��� ������ ������ ���
製紙工業 �� ������ ������ �����
不動産業 ��� ������ ������ ���
炭砿業 �� ������ ������ �����
化学工業 �� ������ ������ ���
窯業・石材 �� ������ ������ ���
金属工業 �� ������ ������ ���
農 業 �� ������ ������ ���
鉱 業 �� ������ ������ ���
機械工業 �� ������ ����� ���
繊維工業 �� ������ ����� ���
林業・林産加工 �� ������ ����� ���
漁業・水産加工 �� ����� ����� ���
農産加工 �� ����� ����� ��
その他製造業 �� ����� ����� ���
畜産・畜産加工・皮革 �� ����� ����� ���
その他 �� ����� ����� ���
ガス・水道・燃料 � ����� ����� ���
サービス業 �� ����� ����� ��
新 聞 � ����� ����� ���
印刷・出版 �� ����� ����� ��
土木建築請負業 �� ����� ����� ��
製薬業 �� ����� ����� ���
自動車工業 � ����� ��� ���
油脂・肥料工業 � ����� ��� ��
労力請負業 � ��� ��� ��

合計 ����� ��������� ������� ���
出所) 塩見喜太郎編 『台湾諸会社銀行録 第��版』 台湾実業興信所, ����年��月より作成｡
注１) 業種分類未詳の合資会社 (���社) を除外｡
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改正法でも資本金��万円未満は適用対象外であった｡ このため対象外企業の設立が比較的容易
な上に法人企業は税制的に有利であったため多数の個人商店が法人化された結果であると考え

られる｡ 表―13から確認できるように商事会社の����％は払込資本金額��万円未満の零細企業
であり, ��万円未満の企業数を見ると����社と商事会社全体の����％を占めていたことが分か
る｡ 企業数が次いで多いのは���社の請負・労力供給業で, その構成比は���％であった｡ 以下,
食品工業 (���社・���％), その他工業 (���社・���％), 機械器具工業 (���社・���％), 化学
工業 (���社・���％) と続いている｡ 満洲においては臨時資金統制法の下で, いわゆる ｢法人

成り｣ 企業が多数を占めたことから, 払込資本金額��万円未満, 特に��万円未満の小規模零細
企業が業種横断的に多かったことを指摘できる｡

では払込資本金額���万円以上の大規模企業の業種構成はいかなるものであったかを次に見
ておこう｡ 表―��から分かるように会社総数は���社で全体の���％に該当する｡ そのうち払込
資本金額が����万を超える巨大企業が��社存在した｡ 業種別で見ると会社数が最も多いのは��

台湾と満洲の企業構成 ��
表―13 満洲企業の業種別・規模別分布構成 (1942年)

(単位：社)�����万円
以上

���万円
以上

���万円
以上

��万円
以上

��万円
以上

��万円
未満 総 計

鉱 業 ��( ���％) �( ���％) ��( ����％) �( ���％) ��( ����％) ��( ����％) ���
金属工業 �( ���％) �( ���％) ��( ����％) �( ���％) ��( ����％) ��( ����％) ���
機械器具工業 ��( ���％) �( ���％) ��( ���％) ��( ���％) ���( ����％) ���( ����％) ���
化学工業 �( ���％) ��( ���％) ��( ����％) ��( ���％) ���( ����％) ���( ����％) ���
窯 業 �( ���％) �( ���％) �( ���％) �( ���％) ��( ����％) ��( ����％) ���
紡織及染色工業 �( ���％) �( ���％) ��( ����％) �( ���％) ��( ����％) ��( ����％) ���
製材及木製品工業 �( －) �( ���％) ��( ���％) �( ���％) ��( ����％) ��( ����％) ���
食料品工業 �( ���％) �( ���％) ��( ���％) ��( ���％) ���( ����％) ���( ����％) ���
印刷及製本業 �( －) �( ���％) �( －) �( ���％) ��( ����％) ��( ����％) ��
その他の工業 �( ���％) �( ���％) ��( ���％) ��( ���％) ���( ����％) ���( ����％) ���
電気・瓦斯 �( ����％) �( －) �( －) �( －) �( －) �( ����％) �
交通・運輸 �( ���％) �( ���％) ��( ���％) �( ���％) ��( ����％) ���( ����％) ���
倉庫・保険・通信 �( ���％) �( －) �( ���％) �( ���％) ��( ����％) ��( ����％) ��
新聞・雑誌 �( －) �( －) �( ���％) �( －) ��( ����％) �( ����％) ��
銀行業 �( ���％) �( －) ��( ����％) �( ����％) ��( ����％) �( －) ��
金融業 �( ���％) �( ���％) �( ���％) �( ���％) ��( ����％) ��( ����％) ��
無尽業 �( －) �( －) �( －) �( －) �( ����％) �( ����％) ��
清算会社 �( －) �( －) �( －) �( －) �(�����％) �( －) �
投資会社 �( ����％) �( ����％) �( ����％) �( －) �( ����％) �( ����％) �
商事会社 �( ���％) �( ���％) ��( ���％) ��( ���％) ���( ����％) �����( ����％) �����
市 場 �( －) �( －) �( ����％) �( －) �( －) �( ����％) �
取引所 �( －) �( －) �(�����％) �( －) �( －) �( －) �
拓殖興業 �( ���％) �( ���％) ��( ���％) ��( ���％) ��( ����％) ��( ����％) ���
請負・労力供給 �( －) �( ���％) ��( ���％) ��( ���％) ���( ����％) ���( ����％) ���
土地・建物 �( ���％) �( ���％) ��( ���％) ��( ���％) ��( ����％) ���( ����％) ���
旅館・娯楽場 �( －) �( ���％) �( ���％) �( ���％) ��( ����％) ��( ����％) ��
雑 業 �( －) �( －) �( ���％) �( ���％) ��( ����％) ���( ����％) ���

総 計 ��( ���％) ��( ���％) ���( ���％) ���( ���％) �����( ����％) �����( ����％) �����
出所) 大連商工会議所 『満洲銀行会社年鑑 昭和十七年版』, ����年より作成｡
注１) カッコは業種内の構成比｡
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社の化学工業で大規模企業の����％に該当する｡ 次に多いのが商事会社で��社, 構成比は����
％となる｡ 以下, 鉱業の��社 (���％), 機械器具工業の��社 (���％), 交通・運輸の��社 (���
％) と続く｡

満洲企業構成で最大の法人企業数を有した業種は台湾と同じく商業であったが, 満洲では機

械器具工業, 化学工業, 食料品工業, その他工業, 請負・労力供給などの業種に相対的に多数

の法人企業が存在していた｡ 押し並べてどの業種においても小・零細規模企業が大多数を占め

るが, 払込資本金額���万円以上の大規模企業では最大の会社数を有するのは化学工業で, 鉱
立教経済学研究 第��巻 第４号 ����年��

表―14 満洲企業の地域

大連 関東州 新京 奉天 営口 安東 開原 遼陽 吉林 哈爾浜 鞍山���� ����� � � ����� � � ����� � ����� � ����� � � � � � � ����� � � � ����� � � � ����� � � � � ����� � � � ����� � � � � � ����� �� � � � � � � � � ����� �� � � �� � �� � � � ������ �� � � �� � � � � � � ����� �� � � �� � � � � ����� �� � � �� � � � � � ����� �� � � �� � � � � � � ����� �� � � �� � � � � ����� �� � �� � � � � ����� �� � �� � � � � ����� �� � � �� � � � ����� �� � � � � � � ����� �� � � �� � � � ����� �� � � �� � ����� �� � � �� � � ����� �� � �� �� � � � � � ����� �� � �� �� � � � � � ����� �� � �� �� � � � � � � ����� �� � �� �� � � � � �� ����� �� � �� ��� �� �� �� � � �� ����� �� � �� ��� �� �� � � �� �� ����� �� � ��� ��� �� �� �� � �� �� ����� ��� � ��� ��� �� �� � � �� �� ������ �� � ��� ��� �� �� � �� �� ������ ��� � ��� ��� �� �� � �� �� ������ ��� � ��� ��� � � � �� �
合計 ����� �� ����� ����� ��� ��� �� �� ��� ��� ���
出所) 大連商工会議所 『満洲銀行会社年鑑 昭和十七年版』, ����年より作成｡
注１) 関東州は大連を除く｡
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業や機械器具工業にも多数の大企業が設立されていた｡ 大規模企業について見れば満洲では鉱

工業部門の構成比が高いことを確認できる｡ 日本本国に対する生産財供給基地として位置付け

られ, 日本の戦時経済体制に組み込まれた産業開発政策が展開された満洲と����年代以降に工
業化政策が本格的に展開された台湾との差異, 言い換えれば植民地・勢力圏を包摂した再生産

構造の外延的拡張過程における満洲と台湾の位置付けの差異が満洲と台湾の企業構成における

業種編成に反映したものと考えることができる｡

台湾と満洲の企業構成 ��
構成と進出時期

撫順 鉄嶺 斉々哈爾 牡丹江 錦州 公主嶺 四平 図們 延吉 その他 合計���� ���������� � � ��� � ��� � � � � ���� � � � ���� � � ��� ��� � � ��� � ��� ��� � � ��� � � � ��� � � ��� � ��� � ��� � � ��� � � ��� � � � � ���� � � � � � ���� � � � � � � � �� ���� �� � � � � � �� ����� � � �� �� � � � �� ���� � � � � � � � �� �� ����� �� � �� �� � �� �� �� ����� � �� �� �� � � � �� �� ����� � � �� � � � �� �� �� ���� � �� � � � � � ������ �� �� ��� �� �� �� �� �� ��� �����
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６. 満洲企業の地域構成

拙稿 ｢企業構造とその特質｣ では台湾企業の地域構成について検討を加えたが, ここでは満

洲企業の地域構成について見ておきたい｡ 表―14は����年に満洲に存在した法人企業を設立年
と所在地について集計したデータである｡ これによれば����年に大連に設立された会社が最初
となる｡ ただし, 表―14は設立されて����年まで存続した法人企業だけを把握できるデータで
あり, ����年以前に会社清算あるいは合併などで商業登記が消滅した企業は把握できていない｡
表―14で����年に掲出されている会社は公称資本金���万円 (��万����円払込) で設立され大
連に本社を置く東亜印刷株式会社である｡ しかし, これもデータの制約によるもので, 東亜印

刷は����年１月��日に東京市京橋区に公称資本金５万����円 (全額払込) で石橋鶴吉により設
立された会社である｡ 同社は����年��月��日に本社を大連市に移転する｡ そのためデータ上は
早期に満洲進出した会社のように掲出されてしまう結果となった｡ ちなみに����年６月末日を
基準に法人企業を採録した日清興信所編 『満洲会社興信録 大正十一年版』 を見ると, ����年
６月に石本�太郎により公称資本金５万円 (全額払込) で大連市に設立された株式会社教育貯
蓄銀行が最初の法人企業のように掲出される｡ しかし, 同銀行も����年６月の設立地は長野県
松本市で, その後に本社を東京に移転し, さらに����年３月に大連に移転した銀行であった｡
教育貯蓄銀行は第１次大戦の反動恐慌の際に破綻するが, このため����年データからは消失し
ている｡ また, ����年の大連の１社は言うまでもなく��月��日に公称資本金２億円 (全額払込)
で設立された南満洲鉄道株式会社であるが, 奉天の１社は��月��日に公称資本金���万円 (��
万円払込) で吉村鉄之助により設立された満洲製粉株式会社であった｡ ただし, 同社の設立時

の本社所在地は鉄嶺の満鉄付属地であり, その後に本店を奉天に移したものであった｡ さらに

営口の２社は��月��日に満鉄により公称資本金���万円 (��万円払込) で設立された日中合弁
の営口水道株式会社と５月��日に山田長を代表社員として出資金２万円で設立された日華製薬
合資会社である｡ 東亜印刷や教育貯蓄銀行, あるいは満洲製粉の事例のように, 特定時点の商

業登記を基準とした企業データに依拠した検討にはこうした看過しがたい難点が孕まれる｡ デ

ータの厳密性の観点における難点は避けがたいが, ある程度大量の企業数を処理することでこ

うした難点の希薄化は図れるものと考えている｡ こうした問題点は残るにせよ満洲企業の地域

分布について, 大まかな趨勢と全体的な見取り図を示すことには一定の意義はあろう｡ そうし

た前提の上で満洲企業の地域構成を暫定的に示したものが表―14である｡ これによれば満洲で

法人企業が最も多く設立された地域は奉天市であったことが分かる｡ 全法人企業����社のうち
奉天市に設立された企業数が����社あり, 全体の����％を占めた｡ 次に多い地域が大連市であ
り会社数が����社, その構成比は����％, 第３位が新京市で����社, 構成比が����％であった｡
法人企業数が����社を超えるのはこれら３地域であり, この３地域で満洲法人企業全体の����

立教経済学研究 第��巻 第４号 ����年��
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％を占めていた｡

しかし, この地域構成を満洲国が成立した����年で区切ると様相は異なる｡ ����年までの法
人企業総数は����社であるが, そのうち大連市に設立されたものは���社で全体の����％とほ
ぼ半数を占める｡ それに続く奉天市は���社で全体の����％となり大連市の半分以下である｡
満洲国成立以前の満洲経済が大連市中心であったことが企業の地域構成からも確認できる｡ 満

洲国の成立はこうした構成を一変させる｡ 大連市の法人企業数も����年から����年で���社と
着実に増加しているが, それ以上に奉天市が����社, 新京市が���社と満洲国内の法人企業数
が急増する｡ 満洲国成立以前には���社に過ぎなかった奉天市では成立後の��年間で���倍に増
大したことが分かる｡ 同様に新京市では����倍, 哈爾浜市では����倍の会社数の増加があった｡
それまで関東州大連市を中核に進展した満洲経済が, 満洲国成立を契機に満洲国内の奉天市あ

るいは新京市に重点移動したことが知れる｡

そうした満洲国における法人企業の地域構成を����年で集計したのが表―15である｡ 奉天市
と新京市を中核に満鉄沿線都市を中心に満洲国内全域に会社が設立されていたことを確認でき

台湾と満洲の企業構成 ��
表―15 満洲企業の地域別分布 (1943年)

(単位：千円)

地域名 社数 払込資本金総額 地域名 社数 払込資本金総額

奉 天 ����� ��������� 通 化 �� �������
新 京 ����� ��������� 海 城 �� �����
哈爾浜 ��� ������� 敦 化 �� �����
安 東 ��� ������ 瓦房店 �� ������
鞍 山 ��� ������� 公主嶺 �� �����
牡丹江 ��� ������ 克 山 �� ���
間 島 ��� ������ 大石橋 �� ������
吉 林 ��� ������� 九 台 �� �����
撫 順 �� ������� 蓋 平 �� �����
営 口 �� ������ 海拉爾 �� �����
図 們 �� ������ 東 安 � �������
鉄 嶺 �� ����� 北 安 � �����
佳木斯 �� ������� 綏 化 � ������
錦 州 �� ������ 勃 利 � ���
遼 陽 �� ������ 黒 河 � �����
開 原 �� ����� 承 徳 � ���
斉々哈爾 �� ����� 通 遼 � ���
四 平 �� ����� 赤 峰 � ���
本渓湖 �� ������� 白城子 � �����
琿 春 �� ������ その他 �� �������

合計 ����� ���������
出所) 満洲中央銀行資金部資金統制課編 『満洲国会社名簿 (資本金二十万円以上)』 康徳十年

三月三十一日現在, ����年３月, 同編 『満洲国会社名簿 (資本金二十万円未満)』 康徳
十年三月三十一日現在, ����年３月より作成｡
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る｡ これによると会社総数は����社, その払込資本金総額は��億����万円となる｡ そのうち����％に該当する��億����万円が新京市に, ����％の��億����万円が奉天市に集中していた｡
奉天市と新京市の占有率は, 会社数で����％, 払込資本金総額で����％であった｡
表―16は満洲国内における主要地域の業種構成を示したものである｡ 同表に掲出した８地域

の法人企業総数は����社であるが, そのうち鉱工業企業が����社あり, 全体の����％であった｡
鉱工業比率が��％を超える地域は鞍山市 (����％), 安東市 (����％), 吉林市 (����％) であ
り, 法人企業数の多い奉天市 (����％) や新京市 (����％) はそれらの地域に比較すると物品
販売業や雑業など非製造業の構成比が高かった｡ 鉄西工業地区の形成など満洲国成立後に急速

に工業化が進展したとされる奉天市であるが, 法人企業数に限って言えば鉱工業比率が他の地

域に比較して特に高いという特徴は見出せない｡

７. 満洲企業構成の特質

拙稿 ｢企業構造とその特質｣ では台湾企業の民族構成について検討を加えたが, 満洲企業に

ついて言えば台湾企業に比べて民族資本や経営者の存在は大きくない｡ 満洲企業についてむし

ろ検討しておくべき特徴は ｢地場企業｣ の存在である｡

立教経済学研究 第��巻 第４号 ����年��
表―16 満洲企業の地域・業種別構成 (1943年)

(単位：社数)

地域名 社数 鉱業 紡績 金属 機械
器具 窯業 化学 食料品 製材・

木製品
その他
工業

鉱工業
合計

鉱工業
比率

奉 天 ����� �� �� �� ��� �� ��� �� �� ��� ��� ����％
新 京 ����� �� �� �� �� �� �� �� �� ��� ��� ����％
哈爾浜 ��� � �� � �� � �� �� �� �� ��� ����％
鞍 山 ��� � � �� �� � � �� � � �� ����％
安 東 ��� � � � �� �� � �� �� �� �� ����％
間 島 ��� � � � � � � �� � �� �� ����％
吉 林 ��� � � � � � � �� � �� �� ����％
牡丹江 ��� � � � � � � � �� �� �� ����％
合計 ����� ��� �� ��� ��� �� ��� ��� ��� ��� ����� ����％
地域名 農林水産開拓 交通 物品

販売 金融 その他
商業 雑業

奉 天 �� �� ��� �� �� ���
新 京 �� �� ��� �� �� ���
哈爾浜 �� � ��� �� � ��
鞍 山 � � �� � � ��
安 東 �� �� �� � � ��
間 島 �� � �� � � ��
吉 林 �� � �� � � ��
牡丹江 �� � �� � � ��
合計 ��� �� ���� �� ��� ���
出所) 満洲中央銀行資金部資金統制課編 『満洲国会社名簿 (資本金二十万円以上)』 康徳十年三月三十一日現在, ����年

３月, 同編 『満洲国会社名簿 (資本金二十万円未満)』 康徳十年三月三十一日現在, ����年３月より作成｡
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満洲企業には資本系統を類型化するといくつかのパターンが存在する｡ 満鉄や満洲国政府出

資による国策的な植民地企業や日本本国の財閥資本や事業法人の関係会社は相対的に資本規模

が大きく, 満洲の各事業分野における有力企業が多い｡ これに対して満洲に渡った日本人が現

地で起業し満洲を事業基盤とした企業が存在する｡ これらの企業は, 資本規模から見れば国家

資本系企業や財閥系企業に比較して小規模な企業が大半であるが, 企業数で言えば満洲企業の

大多数はそうした企業であった｡ これらの企業を ｢満洲地場企業｣ と資本類型化することがで

きる��)｡ 満洲の企業構成は, 企業規模に着目すると, 国家資本系や財閥系企業を上層に, 満洲
に事業基盤を構築した有力地場企業を中層として, その下層に中小零細規模の企業が厖大に存

在する３層構造を形成していた｡ この階層構造に即して言えば, 満洲地場企業は主に中層およ

び下層に存在した企業である｡

しかし, 満洲地場企業と言っても個々の企業を悉皆的に類別することは簡単ではない｡ 相対

的に大企業でその出資構成が判明する企業については, その出資者構成から資本類型を特定す

ることが容易であるが, 満洲企業の大多数は中小零細規模の企業であってその出資者構成を把

握できる企業は限定的である｡ そこで, ここではすでに紹介した満洲企業に関する企業年鑑類

から出資者構成が判明する企業を抽出し１社ごとに資本類別を行った｡ したがって企業年鑑類

に出資者データが掲出されていなければ, 仮に日本本国の資本家や企業により設立された日本

資本系企業であったとしても, それを完全に確認することは不可能となる｡ そのためこの日本

資本系企業にはある程度の脱漏が存在すると言わざるを得ない｡ 抽出した企業件数は, 満洲法

人企業, 日本企業の満洲支店を含めて総計����社程度である｡ この総数から資本類別が可能で
あった件数を減じたものを暫定的に地場企業としてある｡ このため資本類別が不完全であれば

相対的に地場企業に分類される企業数は過大評価されることになる｡ ここでの検討にはそうし

た限界があることを前提として, 満洲地場企業について検討を加えておく｡ なお, 採用した資

本類型は, 国家資本系企業, 特殊・準特殊会社, 日本資本系企業, 満洲国関係会社, 日本企業

満洲支店, 外国企業満洲支店, 満洲地場資本とした｡ 日本資本系企業とは, 日本本国の企業が

満洲産業開発政策の進展に乗じて直接投資を行い設立した法人企業の意味である｡ ����年代末
から��年代にかけて日本本国の中規模企業がそうした方法で満洲進出をした事例は少なくない｡
満洲関係会社とは設立目的や事業実態からは明らかに満洲企業と考えられるが, 本社所在地が

日本本国に置かれ法人登記上は日本法人となっている会社の意味である｡

台湾と満洲の企業構成 ��

��) 満洲経済におけるこうした地場企業の重要性はこれまでも指摘, 研究が進められてきた｡ 代表的な
成果として, 金子文夫 ｢第一次大戦後の対植民地投資―中小商工業者の進出を中心に｣ (『社会経済史

学』 第��巻第６号, ����年), 柳沢遊 ｢����年代 『満州』 における日本人中小商人の動向｣ (『土地制

度史学』 第��号����年), 金子文夫 『近代日本における対満州投資の研究』 近藤出版社, ����年, 柳
沢遊 『日本人の植民地体験―大連日本人商工業者の歴史』 青木書店, ����年などを指摘することがで
きる｡
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表―17はこうした資本類型に即して会社数と払込資本金総額を集計したものである｡ 地場企

業は企業数で見ると����年が���社 (����％), ��年が����社 (����％), ��年が����社 (����％)
と構成比が時期を経るごとに上昇している｡ 国家資本系企業は特殊会社・準特殊会社に再編さ

れることから資本類別では����年に企業数を減ずるが, これ以外の資本類型は����年から��年
の間に企業数は増加する｡ しかし, その増加件数から見て, 満洲企業全体の設立動向に示され

た����年代後半以降の企業数の急増は, 地場企業の急増とほぼ同義と言えよう｡ この時期に会
社が設立され新たな事業活動が開始された事例も相当程度あったと考えられるが, しかし����
年から��年でほぼ３倍増する地場企業の多くが新規事業の開業と考えるのは現実的ではない｡
すでに紹介した満洲における会社法制の変更がそれまで個人経営形態にあった中小零細事業を

法人形態に転換させた結果が大きく影響していると見る方が実態に近い｡ こうした資本類型別

の企業数の動向自体はこれまでの研究で想定されてきた特質をデータにより追認するものであ

る｡

また, 払込資本金額について見てみると, ��％を超え圧倒的な構成比を示すのは国家資本系

立教経済学研究 第��巻 第４号 ����年��
表―17 満洲企業の資本類型

会社数 (社数)����年６月 ����年５月 ����年��月
国家資本系企業 �� ���％ �� ���％ �� ���％
民間資本系企業 �� ���％ �� ���％ ��� ���％
日本企業支店 ��� ����％ �� ���％ ��� ���％
特殊会社 ― ― ― ― �� ���％
準特殊会社 ― ― ― ― �� ���％
満洲関係会社 ― ― �� ���％ ― ―
地場企業 ��� ����％ ����� ����％ ����� ����％
休業企業 ― ― ��� ���％ ― ―

総計 ��� �����％ ����� �����％ ����� �����％
払込資本金額 (千円)����年６月 ����年５月 ����年��月

国家資本系企業 ������� ����％ ������� ����％ ��������� ����％
民間資本系企業 ������ ���％ ������ ���％ ������� ���％
日本企業支店 ― ― ― ― ― ―
特殊会社 ― ― ― ― ��������� ����％
準特殊会社 ― ― ― ― ������� ����％
満洲関係会社 ― ― ������ ���％ ― ―
地場企業 ������� ����％ ������� ����％ ��������� ����％
休業企業 ― ― ― ― ― ―

総計 ������� �����％ ��������� �����％ ��������� �����％
出所) 日清興信所編纂 『満洲会社興信録 大正十一年版』, ����年, 大連商工会議所 『満洲銀行会社年鑑 昭和十一年版』,����年, 大連商工会議所 『満洲銀行会社年鑑 昭和十七年版』, ����年より作成｡
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企業である｡ ����年にはその構成比を����％と急落させるが, 他方で新設された特殊会社およ
び準特殊会社の構成比が����％と増大している｡ 国家資本系企業の相当部分が特殊会社, 準特
殊会社形態に資本類型を転換させたと考えれば, それらの構成比は����％を維持する｡ その意
味では, 払込資本金総額に示される資本類型別企業構成にドラスティックな変化は生じていな

いと考える方が合理的である｡ 地場企業について見ると����年が約１億����万円, ��年が２億����万円, ��年が��億����万円となり, 払込資本金額自体は着実に増加している｡ また, その
構成比はそれぞれ����％, ����％, ����％となっている｡ つまり, 満洲企業の払込資本金総額
の約��％は地場企業資本であった｡ これら��％の地場企業の払込資本金は, 満洲に渡り起業し

台湾と満洲の企業構成 ��
表―18 満洲地場企業の産業部門構成 (1942年９月)

(単位：社数)

産業部門 会社数 構成比 (％)
全満同業
企業中の
構成比 (％)

払込資本金
総額

構成比 (％)
全満同業
企業中の
構成比 (％)

商事会社 ����� ���� ���� ������� ���� ����
請負・労力供給 ��� ��� ���� ������ ��� ����
食料品工業 ��� ��� ���� ������ ��� ����
其他之工業 ��� ��� ���� ������� ���� ����
機械器具工業 ��� ��� ���� ������� ��� ����
化学工業 ��� ��� ���� ������ ��� ����
土地・建物 ��� ��� ���� ������ ��� ����
交通・運輸 ��� ��� ���� ������ ��� ���
製材及木製品工業 ��� ��� ���� ������ ��� ����
窯 業 ��� ��� ���� ������ ��� ����
拓殖興業 ��� ��� ���� ������ ��� ����
鉱 業 ��� ��� ���� ������� ��� ���
雑 業 ��� ��� ���� ����� ��� ����
金属工業 ��� ��� ���� ������ ��� ���
紡織及染色工業 ��� ��� ���� ������ ��� ����
金融業 �� ��� ���� ����� ��� ����
印刷及製本業 �� ��� ���� ����� ��� ����
旅館・娯楽場 �� ��� ���� ������ ��� ����
銀行業 �� ��� ���� ������ ��� ����
倉庫・保険・通信 �� ��� ���� ����� ��� ���
新聞・雑誌 �� ��� ���� ����� ��� ����
無尽業 �� ��� ����� ����� ��� �����
投資会社 � ��� ���� ����� ��� ���
清算会社 � ��� ����� ��� ��� �����
取引所 � ��� ����� ����� ��� �����
市 場 � ��� ����� ����� ��� �����
電気・瓦斯 � ��� ���� ��� ��� ���
総 計 ����� ����� － ��������� ����� －

出所) 大連商工会議所 『満洲銀行会社年鑑 昭和十七年版』, ����年より作成｡
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た日本人企業家の投資資金であり, 彼らの満洲における経済活動を通じて蓄積された資本と考

えることができる｡ 設立時の初期投資資金が１億円を超えるような巨大企業が多数含まれる国

家資本系企業や特殊会社, 準特殊会社に対して中小零細企業が大多数を占める地場企業の払込

資本金総額が, 全満洲法人企業の払込資本金総額の��％を占めた結果は, 満洲企業およびその
構成を検討する上で地場企業が重要な要素であることを示している｡

次に表―18により地場企業の産業分野を見てみよう｡ 会社数で見ると����社, 全体の����％
と商事会社が圧倒的に多い｡ 商事会社には法人形態をとる中小零細小売業なども含まれその業

態の範囲は広い｡ その他では請負・労力供給, 食料品工業などの業種に地場企業が多いことが

分かる｡ 払込資本金額で見ても企業数に規定されて商事会社が地場企業全体の����％と最大額
を示すが, 企業数に比較してその構成比はほぼ半減し, 地場企業のなかでも商業部門の企業に

零細性が際立つことを確認できる｡ その他で払込資本金総額の構成比が高いのは, その他工業

の１億����万円, 構成比����％, 機械器具工業と鉱業の約１億円であり, それぞれの構成比は���％と���％となる｡ したがってこれら産業部門の地場企業は商業部門に比べ相対的に企業規
模の大きい企業が多かったと言うことができよう｡

満洲法人企業構成において会社数では����年代に��％以上を占め, 払込資本金総額でほぼ��
％程度の構成比を占める資本類型が地場企業であった｡ 大連において商業部門や土建業に代表

される請負・労力供給業を中心に増大した地場企業は, 満洲国成立以後, その中心を新京や奉

天に重点移動しながら鉱業や機械器具工業など満洲産業開発に対応した産業部門において拡充

される傾向を示している｡ また, 中小零細企業の集積と考えられる満洲における地場企業の払

込資本金総額が満洲企業全体の��％を占めたことは, 満洲という植民地経済内部において資本
の自己増殖がある程度進展していたことを示した特質と言うことができる｡

８. 事業継続性

拙稿 ｢企業構造とその特質｣ では, 台湾企業の会社清算率の高さを指摘し, その本質的な要

因として資本払込率の低位性を指摘した｡ その際に比較の対象としたのは満洲企業であった｡

しかし, 紙幅の制約から満洲企業についてはデータを提示していない｡ そこで満洲企業を中心

に再度その検討結果を示しておきたい｡

まず台湾企業について確認しておくと, ����年から����年の��年間に台湾で新設された会社
数が���社, また同期間に清算された会社数は���社であった｡ したがって, その清算率は����
％となる｡ これを払込資本金総額で見てみると新設企業のそれが１億����万円であるのに対し
清算会社は����万円となり, その比率は����％であった｡ 継続会社と比較すると, 清算された
会社数の���社はその間存続した会社数���社のほぼ半数に該当し, その比率は����％となる｡
ただし, この時期は領有初期に該当し, 台湾企業の特質を検討するに際して必ずしも適切な時
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期とは言えない��)｡ そこで����年と����年の間について見てみると, ����年に存在した台湾企
業総数���社のうち����年まで商業登記が継続するものは���社に過ぎない｡ つまり���社の会
社が, ����年から��年までの間に何らかの理由で商業登記が抹消され清算されている｡ この���
社を当該期間における清算会社と概括すると, その清算率は����％となりほぼ四分の三の会社
が清算されたことになる｡ これを払込資本金総額について言うと, ����年３月における台湾企
業の払込資本金総額が３億����万円, ����年まで存続した���社の����年における払込資本金
総額は１億����万円であった｡ これを差し引きすると, 当該期間に清算されたと想定できる���
社の払込資本金総額は１億����万円になる｡ これは����年における台湾企業全体の払込資本金
総額の����％に該当した｡ ����年以降の��年間で当初の払込資本金総額のほぼ半分が消失した
ことになる｡ 他方, ����年まで事業活動を継続した企業には当然ながら払込資本金額の大きい
大企業が多数含まれる｡ 仮に台湾銀行, 台湾拓殖といった国策会社２社と台湾製糖, 明治製糖,

塩水港製糖, 台東製糖の製糖会社４社の合計６社を代表的な大企業として, これら６社の払込

資本金額を除外した����年の払込資本金総額を集計すると１億����万円となる｡ この払込資本
金総額に占める清算会社の構成比をあらためて算出すると����％となった｡ 先の大企業６社を
除いて台湾企業構成を考えると, ����年における台湾企業の払込資本金総額はその後の��年間
でその大半を消失したことになる｡

こうした台湾企業の高い会社清算率を踏まえて同じ検討を満洲企業について行ってみる｡ 検

討対象としたのは����年６月, ����年５月, ����年��月の３時点で, 検討作業は台湾企業に対
するのと同じ方法である��)｡ ����年の満洲における株式会社数は���社, このうち����年にも

台湾と満洲の企業構成 ��
表―19 満洲における株式会社の存続・清算状況

(単位：社数, 円)

資本金額 ����年６月 ����年５月 ����年９月
会社数 ��� ��� �����
払込資本金総額 ����������� ������������� �������������
存続会社数 ��� ���
払込資本金総額 ����������� �������������
清算会社数 ��� ���
払込資本金総額 ���������� �����������
新設会社数 ��� �����
払込資本金総額 ����������� �������������
出所) 日清興信所編纂 『満洲会社興信録 大正十一年版』, ����年７月, 大連商工

会議所編 『満洲銀行会社年鑑 昭和十一年版』, ����年８月, 大連商工会議
所 『満洲銀行会社年鑑 昭和十七年版』, ����年３月より作成｡

��) 厳密な作業としては台湾銀行調査課編 『台北卸物価調』, 『台湾金融経済月報』 所収の ｢会社調｣ デ
ータを月次で集計する必要がある｡ 資料状況から����年から����年までのデータ整理が可能である｡��) 利用したデータは, 前掲 『満洲会社興信録 大正十一年版』, 前掲 『満洲銀行会社年鑑 昭和拾壱
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継続して商業登記を確認できる株式会社数は���社であった｡ したがって����年代から��年代
前半の��年間に商業登記を抹消され清算された満洲の株式会社数は���社となり, その清算率
は����％となる｡ これを払込資本金額で見てみると, ����年における株式会社全体の払込資本
金総額は５億����万円, これに対する清算会社の払込資本金総額は����万円で, 当該期間内の
資本消失率は����％となる｡ 満洲においても南満洲鉄道株式会社の払込資本金額が突出して大
きいので, 満鉄資本を除外して資本消失率を再計算すると����％に上昇する｡ 次ぎに����年か
ら��年の７年間の変化を検討すると, ����年の株式会社総数���社のうち����年でも商業登記
を確認でき存続したと考えられる会社数は���社であった｡ したがって清算会社数は���社とな
り, その清算率は����％である｡ これを払込資本金額で見てみると, ����年の��億����万円の
うち１億����万円が清算会社の払込資本金総額であり, その資本消失率は����％であった｡ 同
様にここから満鉄払込資本金額を減じて再計算すると, その消失率は����％に上昇する｡ 検討
時期や期間の相違に留保が必要であるが, ����年から��年の��年間における台湾の企業清算率
は����％, 資本消失率が����％であったのに対し, ����年から��年の同じく��年間における満
洲の企業清算率は����％, 資本消失率は����％であった｡ ����年以後の７年間と期間は半減す
るが, この期間の満洲の企業清算率は����％, 資本消失率は����％であった｡ 台湾の会社清算
率および資本消失率に比較して満洲企業のそれは明らかに低いことが確認できる｡

こうして明らかになった台湾企業と満洲企業の会社清算率や資本消失率の差異はどこに起因

するものであろうか｡ 会社の存続を担保する最大の要件は一般に財務構造の安定性にあろう｡

さらに安定した財務構造を維持する要件としては, 事業の収益性や低コストによる外部資金調

達などの要件が考えられるが, 一つの標準的な指標として自己資本比率を想定することができ

る｡ この自己資本が株主の拠出資本と利益の内部留保により構成されるとすれば, 財務構造の

安定性を規定する主要因として株主の出資状況に着目する必要がある｡ こうした想定の下に,

台湾企業と満洲企業について株主の出資状況にどのような差異があったかを以下で検討してみ

よう��)｡ なお, ここでの分析対象は台湾および満洲とも公称資本金額と払込資本金額が判明す
る株式会社に限定される｡ ����年データで対象となる台湾の株式会社総数���社の平均払込資
本率は����％であった｡ ���社の払込資本金総額３億����万円を公称資本金総額５億����万円
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年版』, 前掲 『満洲銀行会社年鑑 昭和拾七年版』 であり, 全て商業登記に基づく悉皆調査データで

ある｡��) 自己資本比率の算定は, 自己資本と他人資本を含めた総資本との比率として本来行なうべきもので
ある｡ しかし, 資料の制約性から貸借対照表など財務データを入手できる台湾企業は著しく限定され

る｡ 他方で, データの入手可能な企業は台湾企業において相対的に財務内容の安定した大企業が大半

である｡ これらの企業について財務データ分析を中心とする検討を別稿で準備しているが, そうした

大企業の分析結果は台湾企業構成全体の特質と乖離する結果になると想定される｡ したがって本章で

は厳密な意味では財務分析としての適合性を欠くが, 小企業および零細企業を含む台湾の株式会社全

体について検討が可能な株主の払込資本率を代替的に利用する｡
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で除して算出した｡ 同様に����年データで株式会社総数����社について算出すると����％とな
る｡ 同じ作業を満洲の株式会社について行なうと, ����年データにおける株式会社���社の平
均払込資本率は����％, ����年データの���社では����％, ����年データの����社では����％で
あった｡ ����年における台湾の株式会社の平均払込資本率はやや低位であるが, ����年では台
湾の����％は同年の満洲の����％にほぼ匹敵する水準にあった｡ この検討結果に限定する限り,
台湾企業も満洲企業も自己資本基盤の安定性に特に差異は見出せない｡

そこで株式会社全体の平均値ではなく払込資本率を基準とする企業分布について次に見てみ

る｡ 表―18は払込資本金額が未載の１社を除き, ����年��月末日現在における台湾の株式会社����社の全てについて払込資本金額を公称資本金額で除した払込資本率を算出し, それを��％
刻みで集計して作成したものである｡ これによれば公称資本金額が全額払い込まれた企業は����％, ��％～��％の企業が���％, ��％～��％の企業が����％であり, 株式会社全体の����％
が公称資本金の��％以上の払い込みを受けていたことが分かる｡ 他方で, ����％の企業は��％
～��％の払込資本率であり, ����％の企業は��％以下であった｡ これと同じ作業を����年にお
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表―20 台湾における株式会社の払込資本率 (1942年)

払込率 会社数 (社) 構成比 払込資本金総額 (円) 構成比���％ ��� ����％ ����������� ����％��‒��％ �� ���％ ����������� ����％��％ �� ���％ ���������� ���％��‒��％ �� ���％ ���������� ����％��％ ��� ����％ ���������� ���％��‒��％ ��� ����％ ���������� ���％��％ ��� ����％ ���������� ���％��％以下 � ���％ ��������� ���％
総 計 ���� － ����������� －

出所) 塩見喜太郎編 『台湾諸会社銀行録 第��版』 台湾実業興信所, ����年��月より作成｡
注１) 拙稿 ｢企業構造とその特質｣, 表４―��に同じ｡

表―21 満洲における株式会社の払込資本率 (1942年)

払込率 会社数 (社) 構成比 払込資本金総額 (円) 構成比���％ ���� ����％ ������������� ����％��‒��％ �� ���％ ����������� ���％��％ ��� ���％ ����������� ����％��‒��％ ��� ���％ ������������� ����％��％ ��� ����％ ����������� ���％��‒��％ ��� ���％ ���������� ���％��％ ��� ����％ ����������� ���％��％以下 � ���％ ������ ���％
総 計 ���� ― ������������� ―

出所) 大連商工会議所 『満洲銀行会社年鑑 昭和十七年版』 大連商工会議所, ����年３月｡
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ける満洲の全ての株式会社����社を対象に行なった結果を示したものが表―21である｡ その結
果, 満洲では全額払込企業は����社で株式会社全体の����％, ��％～��％は���社で���％, ��
％～��％は���社で����％となり, 満洲の全株式会社のうち����％の企業が��％以上の払い込
みを受けていた｡ 逆に��％～��％の企業は���社で���％, ��％以下の企業は���社で����％で
あった｡ 平均払込資本率で見る限り差異を見出せなかった台湾企業と満洲企業であるが, 個々

の企業単位で払込資本率を検討すると明らかな差異が現出する｡ すなわち, 満洲企業では払込

資本率が��％未満の企業比率が����％であるのに対し, 台湾企業ではその半数近い����％の企
業が��％未満の資本金払込状態にあったことが判明する｡ 払込資本率��％以下, すなわち四分
の一以下の払込みしか受けていない企業について言えば, 満洲企業では����％であったのに対
し, 台湾企業では����％となり��％以上高い｡ 表―20は����年のデータであるが, ����年の台
湾企業に関して ｢株式会社に対する株式の第一回払込金は券面額の四分の一を以て其理想とな

し, 第二回以後の払込を欲せず之を回避せんとする｣ といった指摘がある��)｡ この指摘を踏ま
えれば, ここでの検討結果は����年の台湾企業について析出し得た特徴という以上に, 台湾企
業に構造的に内在した特質と判断でき, これが満洲企業と台湾企業の払込資本率の差異を生じ

させたと思われる｡ もちろん企業における財務構造の安定性指標を払込資本率のみに還元する

ことはできない｡ しかし, 台湾企業が継続的に事業活動を展開するに際して自己資本の充実が

重要な要件であったことは間違いない｡ したがって台湾企業と満洲企業の間に存在した会社清

算率の差異は, 自己資本基盤を形成する株主出資水準の差異, 端的には払込資本率の差異に起

因したと結論付けることができる｡ 台湾企業の特質として小規模・零細性が指摘されることが

多いが, この点では満洲企業も同様の特質を有する｡ にもかかわらず満洲企業と台湾企業の間

に会社清算率の明らかな差異が生じているとすれば, その原因は企業規模の小規模・零細性と

いった外形的特質それ自体ではなく, 払込資本率の差異, 言い換えれば株主出資水準に規定さ

れた自己資本基盤のあり方に起因したと考えるべきである｡

おわりに

｢はじめに｣ で述べたように, 本稿は老川慶喜・須永徳武・谷ヶ城秀吉・立教大学経済学部

編 『植民地台湾の経済と社会』 (日本経済評論社, ����年) の第Ⅱ部第４章に所収された拙稿
｢企業構造とその特質｣ に未収録のデータおよび内容を補足することを目的とするものであっ

た｡ 具体的には, 紙幅の制約から未掲出であった満洲企業に関するデータを提示し, それを中

心に満洲企業構成の特質の一端を明らかにすることである｡ その要旨を以下に概括することで

まとめとしたい｡
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��) 前掲 『台湾銀行会社要録』, ��頁｡
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����年９月末のデータによれば, 満洲における法人企業数は����社であり, それらの払込資
本金総額は��億����万円であった｡ 法人企業構成で比較すると, 会社数で満洲は台湾の約���
倍, 払込資本金総額では約���倍の規模であった｡ 株式会社の平均払込資本金額により満洲と
台湾の１社平均の企業規模を見ると, 満洲の株式会社は台湾の株式会社の���倍の規模にあっ
たことが分かる｡ 合名会社や合資会社を加えた法人企業全体で見ても満洲法人企業の平均規模

は台湾と比較して約���倍の規模にあった｡
満洲企業を払込資本規模で区分すると, 会社数で全体の���％に過ぎない払込資本金���万円

以上の大企業が満洲法人企業全体の払込資本金総額の����％を占めていた｡ さらに払込資本金����万円以上の��社 (���％) で払込資本金総額の����％を占有していた｡ 満洲法人企業構成
における著しい資本の上位集中度を指摘できる｡

満洲における法人企業の設立動向を見ると第１次大戦期に企業ブームが存在する｡ その後の����年代には企業設立は相対的に停滞するが, 満洲国成立を契機に再び増大傾向に転じ, ����
年代後半以降に急増したことを確認できる｡ 台湾でも����年代後半の工業化の進展に伴い会社
の設立ブームが生じたが, その規模は会社数でも払込資本金総額でも満洲に比較すれば相対的

に小規模なブームに過ぎなかった｡

業種構成を見てみると, 満洲でも台湾でも会社数が最も多い業種は商業であったが, 産業構

造全体に商業が占める比率は台湾よりも満洲が高く����％のシェアであった｡ これら商業の大
半は中小零細規模の会社であったが, 満洲においては多数の個人商店が税制上のメリットを目

的に臨時資金統制法の統制対象外の規模で法人登記した結果と考えることができる｡ 他方, 満

洲において払込資本金���万円以上の大企業は化学工業や鉱業など鉱工業部門に多数見られた｡
台湾と満洲との業種構成の差異は, 植民地・勢力圏を包摂した日本本国の再生産構造の外延的

拡張過程における満洲と台湾の位置付けの差異の反映と見ることができよう｡

満洲における法人企業の地域分布を見ると, 最も多くの会社が設立された地域は奉天市であ

り, 法人企業全体の����％が奉天市を本社所在地として設立されていたことが分かる｡ 奉天市
に次ぐのは大連市, 新京市で, これら３地域で満洲の法人企業全体の����％を占めていた｡ し
かし, 満洲国成立以前の����年までを見ると, 全体の����％が関東州の大連市に集中しており,
奉天市は����％と大連市の半分にも満たなかった｡ 満洲国成立以前の満洲経済が大連に一極化
されていたことが法人企業構成の観点からも確認することができる｡ しかし, 満洲国の成立は

こうした構造を大きく転換させ, 満洲経済の中核が大連市から満洲国内の奉天市あるいは新京

市に重心移動したことを地域構成から看取することができる｡

満洲の法人企業には, 企業規模の大きい国策的な植民地企業や財閥系企業がある一方で, 満

洲に渡った日本人が現地で起業した会社が存在する｡ これらは中小零細規模の企業が大半であ

ったが, 企業数で言えば満洲企業の大多数はそうした企業であり, これらを ｢満洲地場企業｣

と資本類型化できる｡ 企業規模に着目して満洲の企業構成を概観すると, 上層に国家資本系企

台湾と満洲の企業構成 ��
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業や財閥系企業があり, 中層に有力地場企業, その裾野に膨大な中小零細規模の地場企業群が

存在する３層構造として把握することができる｡ 満洲における法人企業の払込資本金総額のほ

ぼ��％は国策的な国家資本系企業が占めていたが, 他方で満洲地場企業の払込資本金額は約��
％であった｡ 満洲植民地支配の過程で, 満洲に渡り事業活動を展開した日本人が自己蓄積した

資本金額が, 満鉄をはじめとする巨大な国策的企業を含む満洲法人企業全体の払込資本金総額

のほぼ五分の一を占めていたことが分かる｡ 中小零細規模企業の集積であった満洲地場企業で

あったが, こうした払込資本金総額に占める比重に鑑みると, 植民地満洲の経済構造の内部で

日本資本の自己増殖が進展していたことを確認することができよう｡

継続的な事業体として台湾企業を見ると, その会社清算率の高さから脆弱性をその特質とし

て指摘することができる｡ これを満洲企業について検討すると, 会社清算率および資本消失率

の双方で明らかに台湾企業に比べて低位であった｡ 台湾企業と満洲企業のこうした差異は, そ

れらの間の財務基盤の差異に起因していた｡ 台湾と満洲の株式会社における平均払込資本率を����年データで比較すると, 台湾が����％であったのに対し満洲は����％と有意の差は存在せ
ず, 財務基盤の安定性に差異を確認できない｡ しかし, 株式会社全体の平均値ではなく, 個々

の会社の払込資本率に準じて企業分布を検討してみると, 台湾企業と満洲企業との間で明確な

差異が明らかになる｡ 払込資本率が��％未満の企業が満洲では全体の����％であったのに対し
台湾では����％と全体の半分近くを占めていた｡ さらに払込資本率��％以下の企業比率は, 満
洲が����％であるのに対して台湾では����％と��％以上高い比率を示す｡ 会社を維持し事業活
動を安定的かつ継続的に維持する要件の一つが財務基盤の安定性にあるとすれば, 台湾企業と

満洲企業の間に存在した会社清算率の差異は, 自己資本基盤を構成する株主出資水準の差異,

端的には払込資本率の差異に起因したと結論することができよう｡ 小規模・零細性をその共通

の特質とする台湾企業と満洲企業であったが, 継続的事業体としての脆弱性を規定した要因は,

そうした外形的特質それ自体ではなく, 払込資本率に規定された自己資本基盤のあり方にあっ

たと言うことができる｡

立教経済学研究 第��巻 第４号 ����年��
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